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⑥ ３月に次期事業計画及び予算審議の為の理事会開催が必要になること 

 

議長より、全会員に以上のような新運営体制を理解して戴くよう要請。 

 

第２号議案  平成２３年度事業報告に関する件 

第３号議案  平成２３年度収支決算報告に関する件 

 

第２号議案と第３号議案は関連があるので併せて事務局より説明するよう議長から要請があ

り、それを受けて事務局は、手元に配布した資料冊子の日食協会報１７４号をもとに下記内容を

報告した。 

 

１．調査研究事業並びに研修・普及・啓発・実践事業 

① 市場・流通構造の変化に伴う協働体制としての新しい製・配・販の連携 

② ＴＰＰ問題に関するメーカー様との意見交換 

③ 東日本大震災をきっかけに行政機関との各種検討会への参画 

④ 電力節電抑制に対応した食品流通の在り方の再構築と小売業団体への呼び掛け 

⑤ 大口需要の物流拠点に対して、経産省・エネルギー庁から節電の免責を受ける 

⑥ 環境自主行動計画作成等により「発生抑制の業界目標」が設定された 

⑦ その他「クールビズの服装推奨ガイドラインの作成」「小売業様との納品与件 

緩和の議論」「長期休暇時の配送体制確認書の策定」「公正取引に関する研修会」「食育と

食品選択のためのハンドブック改訂版」の作成、食品に含まれる放射性物質の新基準値が施行

されることを受け酒類・食品製造業者と製造業者団体に、新基準値の認識と対応要請の文書を

配信、「加工食品卸売統計調査」の実施、本部事務所の移転件等、主要活動内容を報告する。 

 

引き続き 第３号議案の収支決算報告について、 

 

平成２３年度 本部収支計算書の内容を報告（収入合計５４,４９８,９１３円及びその内訳・予算比、

支出合計５５,１９３,１７５円及びその内訳・予算比、当期収支差額△６９４,２６２円、次期繰越収支差額

１４,７９３,２６８円を報告、但し、次年度の活動に向けた研修・普及啓発事業引当預金１６,０００,０００

円の設定により予算値との乖離が発生した経緯を説明、次いで貸借対照表・正味財産増減計算

書・財産目録表について報告）。 

同時に４月１３日に監事各位により監査を受けた経緯を報告した。 

 

議長はここで監事に監査報告を求め、味の素株式会社の小原監事は「去る４月１５日に監事２

名にて行われた監査の結果、業務報告を受け財務諸表及び帳票・証憑につき、適法正確に処理

され報告の事実と相違ないものと認めました。」と報告がなされた。 

 

議長は、両議案に関する質疑を求めたが、無かったので、承認を求め、拍手で承認された。 

 

続いて、議長は第４号議案の説明を事務局に求めた。 
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平成２３年度事業総括と平成２４年度事業計画を審議 

－本部－ 

５月２４日（木）東京大手町レベル２１東京會館に於いて１５時より定時総会が開催された。

主な議案内容は、協会の一般社団法人への移行認可と運営についてや平成２３年度事業活動

報告、平成２４年度事業活動計画及び役員の改選に関する件等であった。 

総会終了後は業界のトップコミュニケーションの場として懇親会を開催した。 

以下に議事録を掲載する。 

 

議  案   第１号議案  協会の一般社団法人への移行認可と運営について 

第２号議案  平成２３年度事業報告に関する件 

第３号議案  平成２３年度収支決算報告に関する件 

第４号議案  会員の動向に関する件 

第５号議案  会費の額及び徴収の方法に関する件 

       第６号議案  平成２４年度事業計画案に関する件 

第７号議案  平成２４年度収支予算案に関する件 

第８号議案  役員の改選に関する件 

第９号議案  その他 

 

出欠状況   会員総数  １３５社中 出席会員 ３１社 委任状出席 ８６社 合計１１７社 

出席賛助会員 ９４名 事業所会員 ２名 

 

来賓出席   農林水産省 食料産業局 食品製造卸売課 課長 長井 俊彦 殿 

〃       当協会窓口担当 尾川 大輔 殿 

 

開  会   定刻になり奥山専務理事の司会により開会。 

 

来賓の紹介後、冒頭國分勘兵衛会長が次の如く挨拶を行った。 

 

「会長の國分でございます。本日は、私共日食協の定時総会にご多用の中、またご遠方から

も多数のご参集をいただきまして誠にありがとうございます。 

また本日多数お出ましいただいております賛助会員の皆様方には、平素全国各地で日食協活

動に大変お世話になっております事を重ねて厚く御礼申し上げます。 

そして、公務ご多用の中、農林水産省食料産業局食品製造卸売課から長井課長様はじめ幹部

の方にご来臨をたまわり、平素のご指導と合わせまして厚く御礼申し上げます。 

定 時 総 会 開 催 
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さて既にご案内の通り、当協会は公益法人制度改革の

対応といたしまして内閣府より本年３月２２日に一般社

団法人への移行認可を頂戴し、４月１日に登記を完了し

て、名称を一般社団法人日本加工食品卸協会に変更いた

しております。 

ご承知の通り、当会は昭和５２年５月設立され、今年で

３５年目を迎えております。 

この節目の年に新たなスタートを切ることになったわ

けでございますが、これからは公益法人制度改革の理念

に基づいて事業活動に取り組み、食品産業の発展と国民

生活の向上に一層注力して参りたいと考えております。 

また協会の運営につきましても制度改革に伴う新たな

ガバナンスで厳正に運営をいたして参りますので引き続

き皆様方のご支援、ご協力をお願い申し上げます。 

さて現在わが国は、東日本大震災から１年が過ぎまし

て、財政再建と復興、超円高、さらに電力調達という緊急の課題に直面いたしております。食

品産業界も問題山積ではございますが、懸念されております少子高齢化問題につきましては、

年代比率が変化するものの、家計の支出構成が生鮮品から加工度の高い調理品などへシフトし、

将来的に人口減が見込まれる中でも家計の食料支出額から見た食品の市場規模は、ほぼ現在と

同水準で推移するとの推計も出されております。大きく変化する需要に対応して発展してきた

食品産業が「量から質へ」と発想を大きく転換することによって、まだまだ発展の可能性が充

分に見込めるということだと思います。 

これらの変化に対応するだけでも食品産業の役割、使命は大きなものがあると思います。特

に小売業の近くにいて、しかも小売業より広範囲な情報を収集できる卸の情報を、メーカーさ

んに大いに活用していただき食品流通に付加価値を付けていただきたいと思います。 

また、消費税増税の審議が始まっておりますが、消費税の引き上げは、国民や企業の納得と

理解を得ながら進めつつ、その導入のタイミングや仕組みについては、景気や経済成長を最大

限阻害しないよう、十分検討すべきであると考えます。実際の導入にあたりましては、価格転

嫁の確保に万全を期すことと徴税側に事務負担やコスト増につながる複数税率とインボイスの

導入は行わないことを我々は主張してまいりたいと考えておりますが、需要の創出とコスト構

造改革を両輪とする備えを業界として考えておかねばならないと思います。 

いずれにいたしましても将来の不安を和らげる道筋を明確にして国民の犠牲をもって解決す

るという覚悟が問われるものと考えております。 

本日は平成２３年度の事業報告を行うともに、平成２４年度の計画等につきまして御諮りしたい

と考えております。また本年は、全員が任期満了に伴う役員の改選の時機でもございます。 

それぞれにご充分にご審議をお願いしたいと思いますので、よろしくお願い申し上げまして、

甚だ簡単ではございますが私の開会の挨拶とさせていただきます。」 

 

次いで来賓の幹部の皆さまを紹介し、代表して農林水産省食料産業局の長井課長が次の如く、

ご挨拶された。 

定時総会で開会の挨拶をする 

國分会長 
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「平素は、食料産業行政の推進について御理解と御協力を

賜りありがとうございます。 

昨年の東日本大震災の際には、事務局をはじめ傘下会員企

業におかれましては被災地に対する食料の緊急支援に御理

解、御協力を賜りこころより厚く御礼申し上げます。 

東日本大震災から１年２ヶ月が経過し、この間、政府をあ

げて被災地の復旧・復興、原発事故への対応を進めてまいり

ました。今後も早期普及に向け、取り組んでまいりたいと考

えております。 

放射性物質の新基準値に関する対応については、新基準値

が４月１日から施行されました。 

今回の新基準値は、一般食品は１００ベクレル、乳製品及び

乳児用食品は，５０ベクレル、水は１０ベクレルとなっており、

水の代替のあるお茶飲料も１０ベクレルとなっています。 

今年の電力の使用制限ですが、数値目標を設定しないとし

ております。今後も情報提供を行っていきたいと考えております。 

現在、消費者庁において食品表示の一元化について協議を行っております。今後も食品事業

者の実行可能性を見極めつつ、適切な対応してまいりたいと考えております。 

本年の３月に「食品産業の将来ビジョン」を公表しております。中身としては、バリューチ

ェーンの形成、イノベーションに誘発により新たな付加を創設することとなっております。今

後はその具体化を皆様とつなげていきたいと考えております。 

そして食産業フェアが盛大に開催されますことを期待しているところであります。 

最後に日本加工食品卸協会及び傘下会員の益々の御繁栄と本日御出席の皆様方の御健勝を祈

念いたしまして御挨拶といたします。」 

 

事務局はここで本日の定足数の確認と報告をし、会の成立と共に、定款第１５条により会長を

議長に推薦し満場一致で選出、会長は議長席に着席した。 

 

議長は早速議案の検討に入った。 

 

第１号議案  協会の一般社団への移行認可と運営について 

 

議長より、事務局に対し、説明報告するよう指示があり専務理事より、手元に配布された資

料に則り、新法人移行後のポイントについて次の内容を報告した。 

 

① 名称は「一般社団法人日本加工食品卸協会」となること 

② 正会員・事業所会員・賛助会員・団体賛助会員の定義付けを行ったこと 

③ 総会は全ての「正会員」をもって構成すること 

④ 総会の議事録は議長及び出席理事全員が記名押印すること 

⑤ 理事会への委任状による出席や代理出席は認められないこと 

ご来賓の挨拶をする農林水産省 

食料産業局 食品製造卸売課 

長井課長 
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ました。今後も早期普及に向け、取り組んでまいりたいと考

えております。 

放射性物質の新基準値に関する対応については、新基準値

が４月１日から施行されました。 

今回の新基準値は、一般食品は１００ベクレル、乳製品及び

乳児用食品は，５０ベクレル、水は１０ベクレルとなっており、

水の代替のあるお茶飲料も１０ベクレルとなっています。 

今年の電力の使用制限ですが、数値目標を設定しないとし

ております。今後も情報提供を行っていきたいと考えております。 

現在、消費者庁において食品表示の一元化について協議を行っております。今後も食品事業

者の実行可能性を見極めつつ、適切な対応してまいりたいと考えております。 

本年の３月に「食品産業の将来ビジョン」を公表しております。中身としては、バリューチ

ェーンの形成、イノベーションに誘発により新たな付加を創設することとなっております。今

後はその具体化を皆様とつなげていきたいと考えております。 

そして食産業フェアが盛大に開催されますことを期待しているところであります。 

最後に日本加工食品卸協会及び傘下会員の益々の御繁栄と本日御出席の皆様方の御健勝を祈

念いたしまして御挨拶といたします。」 

 

事務局はここで本日の定足数の確認と報告をし、会の成立と共に、定款第１５条により会長を

議長に推薦し満場一致で選出、会長は議長席に着席した。 

 

議長は早速議案の検討に入った。 

 

第１号議案  協会の一般社団への移行認可と運営について 

 

議長より、事務局に対し、説明報告するよう指示があり専務理事より、手元に配布された資

料に則り、新法人移行後のポイントについて次の内容を報告した。 

 

① 名称は「一般社団法人日本加工食品卸協会」となること 

② 正会員・事業所会員・賛助会員・団体賛助会員の定義付けを行ったこと 

③ 総会は全ての「正会員」をもって構成すること 

④ 総会の議事録は議長及び出席理事全員が記名押印すること 

⑤ 理事会への委任状による出席や代理出席は認められないこと 

ご来賓の挨拶をする農林水産省 

食料産業局 食品製造卸売課 

長井課長 
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⑥ ３月に次期事業計画及び予算審議の為の理事会開催が必要になること 

 

議長より、全会員に以上のような新運営体制を理解して戴くよう要請。 

 

第２号議案  平成２３年度事業報告に関する件 

第３号議案  平成２３年度収支決算報告に関する件 

 

第２号議案と第３号議案は関連があるので併せて事務局より説明するよう議長から要請があ

り、それを受けて事務局は、手元に配布した資料冊子の日食協会報１７４号をもとに下記内容を

報告した。 

 

１．調査研究事業並びに研修・普及・啓発・実践事業 

① 市場・流通構造の変化に伴う協働体制としての新しい製・配・販の連携 

② ＴＰＰ問題に関するメーカー様との意見交換 

③ 東日本大震災をきっかけに行政機関との各種検討会への参画 

④ 電力節電抑制に対応した食品流通の在り方の再構築と小売業団体への呼び掛け 

⑤ 大口需要の物流拠点に対して、経産省・エネルギー庁から節電の免責を受ける 

⑥ 環境自主行動計画作成等により「発生抑制の業界目標」が設定された 

⑦ その他「クールビズの服装推奨ガイドラインの作成」「小売業様との納品与件 

緩和の議論」「長期休暇時の配送体制確認書の策定」「公正取引に関する研修会」「食育と

食品選択のためのハンドブック改訂版」の作成、食品に含まれる放射性物質の新基準値が施行

されることを受け酒類・食品製造業者と製造業者団体に、新基準値の認識と対応要請の文書を

配信、「加工食品卸売統計調査」の実施、本部事務所の移転件等、主要活動内容を報告する。 

 

引き続き 第３号議案の収支決算報告について、 

 

平成２３年度 本部収支計算書の内容を報告（収入合計５４,４９８,９１３円及びその内訳・予算比、

支出合計５５,１９３,１７５円及びその内訳・予算比、当期収支差額△６９４,２６２円、次期繰越収支差額

１４,７９３,２６８円を報告、但し、次年度の活動に向けた研修・普及啓発事業引当預金１６,０００,０００

円の設定により予算値との乖離が発生した経緯を説明、次いで貸借対照表・正味財産増減計算

書・財産目録表について報告）。 

同時に４月１３日に監事各位により監査を受けた経緯を報告した。 

 

議長はここで監事に監査報告を求め、味の素株式会社の小原監事は「去る４月１５日に監事２

名にて行われた監査の結果、業務報告を受け財務諸表及び帳票・証憑につき、適法正確に処理

され報告の事実と相違ないものと認めました。」と報告がなされた。 

 

議長は、両議案に関する質疑を求めたが、無かったので、承認を求め、拍手で承認された。 

 

続いて、議長は第４号議案の説明を事務局に求めた。 
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平成２３年度事業総括と平成２４年度事業計画を審議 

－本部－ 

５月２４日（木）東京大手町レベル２１東京會館に於いて１５時より定時総会が開催された。

主な議案内容は、協会の一般社団法人への移行認可と運営についてや平成２３年度事業活動

報告、平成２４年度事業活動計画及び役員の改選に関する件等であった。 

総会終了後は業界のトップコミュニケーションの場として懇親会を開催した。 

以下に議事録を掲載する。 

 

議  案   第１号議案  協会の一般社団法人への移行認可と運営について 

第２号議案  平成２３年度事業報告に関する件 

第３号議案  平成２３年度収支決算報告に関する件 

第４号議案  会員の動向に関する件 

第５号議案  会費の額及び徴収の方法に関する件 

       第６号議案  平成２４年度事業計画案に関する件 

第７号議案  平成２４年度収支予算案に関する件 

第８号議案  役員の改選に関する件 

第９号議案  その他 

 

出欠状況   会員総数  １３５社中 出席会員 ３１社 委任状出席 ８６社 合計１１７社 

出席賛助会員 ９４名 事業所会員 ２名 

 

来賓出席   農林水産省 食料産業局 食品製造卸売課 課長 長井 俊彦 殿 

〃       当協会窓口担当 尾川 大輔 殿 

 

開  会   定刻になり奥山専務理事の司会により開会。 

 

来賓の紹介後、冒頭國分勘兵衛会長が次の如く挨拶を行った。 

 

「会長の國分でございます。本日は、私共日食協の定時総会にご多用の中、またご遠方から

も多数のご参集をいただきまして誠にありがとうございます。 

また本日多数お出ましいただいております賛助会員の皆様方には、平素全国各地で日食協活

動に大変お世話になっております事を重ねて厚く御礼申し上げます。 

そして、公務ご多用の中、農林水産省食料産業局食品製造卸売課から長井課長様はじめ幹部

の方にご来臨をたまわり、平素のご指導と合わせまして厚く御礼申し上げます。 

定 時 総 会 開 催 
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願いし、後藤・足立・濱口の三氏から永年のご協力に対し、御礼の挨拶があった。 

 

議長より長時間の審議に対する御礼と、今後のご協力ならびにこの後の懇親会に引き続き参

加していただくようお願いし、１６時２０分定時総会は無事閉会された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

５月２４日（金）東京大手町レベル２１東京會館に於いて理事会が開催された。主な議案は、

理事会の新運営体制や消費税の増税に対する基本スタンス等であったが、その他各支部長

より、本部に対する要望や各支部総会の日程や研修会の内容について報告がなされた。 

以下に議事録を掲載する。 

 

議 案   第１号議案  定時総会提出議案の確認の件 

・理事会の新運営体制について 

第２号議案  その他 

 

開 会   定刻になり奥山専務理事の司会により開会。 

 

冒頭、國分勘兵衛会長より次の如く挨拶があった。 

 

「前回（４月１９日）に引き続き、ご多忙のなかご参集頂き誠に有難うございます。 

最初に事務局より出欠の状況について報告していただきます。」 

事務局はここで本日の出欠状況を以下の如く報告する。 

 

理 事 会 開 催 

懇親会開会のご挨拶 

濱口副会長 

懇親会中締めのご挨拶 

田中副会長 

懇親会でご挨拶される 

カゴメ㈱ 西社長 
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第４号議案  会員の動向に関する件 

 

事務局は、資料を基に平成２４年３月末現在の会員数について報告し承認された。 

 

第５号議案  会費の額及び徴収の方法に関する件 

議長より今年度の会費の額及び徴収方法について、事務局から説明するように指示があり、

額に関しては、本年自主申告いただいた売上額に基づく会費区分にて算定した額と同額を、ま

た徴収方法については 

① 年額一括 

② 銀行振込み 

③ 振込手数料は会員各位負担 

④ 納付期限  平成２４年６月２９日（金） 

であることを専務理事が説明し、出席者の拍手を持って承認された。 

 

第６号議案  平成２４年度事業計画案に関する件 

第７号議案  平成２４年度収支予算案に関する件 

 

議長より関連ある両議案を続けて説明するよう指示があった。 

はじめに第６号議案の平成２４年度事業計画案について、中嶋政策委員長より、調査研究事業、

普及啓発・研修・実践事業及び実施計画案についての説明がなされた。 

 

「平成２４年度の主要な事業計画につきましてご説明申し上げます。 

昨年は東日本大震災で日本全体が大きな打撃を受けましたが、本年はその痛手から本格的に

立ち直る重要な年であります。震災復興を優先政策とする中で、色々な政策課題に迅速に取り

組み。社会変革に向けて確かな前進を確保したいものと考えます。こうした環境の中で、食品

流通業界はサプライチェーンの協働体制をより発展させ、食品流通に求められる今日的価値・

満足に貢献することがより重要なテーマと考え、事業計画を策定いたしました。 

調査研究事業では、食品流通のサプライチェーンの協働体制の中で今日的な中間流通機能の

あり方を研究するテーマについては、製・配・販連携協議会等と充分情報を共有化して進めて

参ります。 

昨年私達の業界は、公正取引委員会から取引の適正化について要請を受けましたが、この要

請を真摯に受け止め、公正取引推進のための制度や関連法規への適正な対応を図るため業界と

しての遵守マニュアルを作成していく調査研究を行います。 

また昨年の大震災時に経験した緊急時の食料供給のあり方については、毎年行政に報告して

いる緊急災害時に備えた食料調達可能数量等の調査について、行政と充分協議検討しながら有

事に備えるため、この調査を基礎として緊急食料支援の機能性、機動性を高めて具体的実現性

のある形を研究したいと思います。ＴＰＰに関する情報は、現状極めて乏しい状況にありますが、

ＴＰＰは我々業界にとりましても大変重要な課題でもありますので引き続きどのような影響が

考えられるかについて調査して参ります。 
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環境問題については、暫定版としての「環境自主行動計画」をまとめてありますが、原発の

問題の結着のあり方で我が国の環境事情は大きく変化して参りますので、行政のご指導をいた

だいて最終的にまとめ直して参ります。 

最後に、業界の情報発信力を高めるため昨年日食協のＨＰをリニュアルいたしております。

是非ご関心をもってご覧いただきたいと思います。 

以上主要な事業計画の内容でございますが、これらの活動につきましては食品卸売業界自身

の協調性と強い団結力が何より前提となりますので、ここにご出席の皆様のご支援とご協力を

お願い申し上げましてご報告とさせていただきます。」 

 

事務局より補足として、執行運営プロジェクトとして、緊急災害時食料供給に関する新たな

委員会が設置されたことを報告する。 

 

続いて平成２４年度本部収支予算案について事務局より今回の制度改革により、「本・支部総

収支予算」「本部」「支部合計」の３枚の予算表になっているが、ここでは本部の収支予算を

報告。 

三年に一度の会費の見直しを実施、自主申告による売上高から収入を予算計上した。 

収入は、前年より多少増の５４,４５９,０００円、支出は、前期の活動実績をベースに前年同規模

の５６,３９６,０００円結果、事業活動収支差額は△１,９３７,０００円、当期収支差額は８,１７９,０００円、こ

れにより次期繰越収支差額は２２,９７２,２６８円となる予算案が説明された。なお、昨年同様に平

成２４年１月の臨時理事会で承認された４・５月の年初収支暫定予算数値を含んだ予算数値で有

ることも説明された。 

 

ここで議長は質疑を求めたが、無かったので両案を一括しての承認を求めたが、拍手を以っ

て承認された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定時総会 会場 
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第８号議案  役員の改選に関する件 

 

議長より、今年度は任期満了に伴う役員の改選期でありまますが、事前に事務局より役員各

位にご意向を伺わせたところ、一部の方から会社人事の都合により役員交代の申し出が有った

事を説明し、事務局より詳細を報告するよう要請する。 

それを受け事務局より理事・監事の全候補者案について報告を行った。 

 

［退任理事・監事］ ［新任理事・監事］ 

三菱食品㈱ 後藤 雅治 理事 三菱食品㈱ 中野 勘治 氏 

コンタツ㈱ 津久浦慶之 理事 コンタツ㈱ 津久浦慶明 氏 

伊藤忠食品㈱ 足立  誠 理事 伊藤忠食品㈱ 青山 裕一 氏 

廣屋国分㈱ 濱口吉右衞門監事 ㈱升喜 升本  正 氏 

 

報告を受けた議長は事務局案の承認を求め、拍手を以って異議なく承認された。 

従って本年度は、２３名の理事及び２名の監事、合計２５名の役員による運営体制になる事を説

明し、会員各位の尚一層の協力をお願いした。 

なお、再任についても異議なく承認され、被選任者全員がその就任を承諾した。 

 

引き続き新たな運営体制について、総会前の理事会において、全候補者がこの定時総会で選

任されることを前提に互選した結果を披露するよう、議長から事務局に指示があり来場者全員

に配布される。 

國分理事を会長に、濱口理事・田中理事・中野理事の３名を副会長に、専務理事には引き続

き奥山理事をという運営体制を報告し全員から拍手を持って承認された。 

 

第９号議案  その他 

 

第９号議案に何も提起事項がないので、事務局から何かあれば報告するよう議長から指示が

あり事務局より２点の案件が報告された。 

 

１点目は「電力需要抑制の対策について」、現在のところ行政からは節電目標の数値は出て

いないが、厳しい状況に変わりは無く、数値目標は除き、業界として昨年同様の「電力需要抑

制の対策」を掲げて行くこと。 

２点目の「消費税の増税に関する件」については、東京商工会議所税制検討委員会の平成２

４年度税制改正に関する意見を踏襲し、消費税の引き上げは、国民や企業の納得と理解を得な

がら進めることが不可欠であり、講じなければならない措置が６点ほどあるので継続して主張

して行くことを報告。 

 

議長は、以上の二点に関して意見等が無かったので、承認をいただけるか確認したところ、

拍手をもって承認された。 

他に何も無いので、議長は、本日出席されている三人の退任役員から、順次挨拶するようお
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環境問題については、暫定版としての「環境自主行動計画」をまとめてありますが、原発の

問題の結着のあり方で我が国の環境事情は大きく変化して参りますので、行政のご指導をいた

だいて最終的にまとめ直して参ります。 

最後に、業界の情報発信力を高めるため昨年日食協のＨＰをリニュアルいたしております。

是非ご関心をもってご覧いただきたいと思います。 

以上主要な事業計画の内容でございますが、これらの活動につきましては食品卸売業界自身

の協調性と強い団結力が何より前提となりますので、ここにご出席の皆様のご支援とご協力を

お願い申し上げましてご報告とさせていただきます。」 

 

事務局より補足として、執行運営プロジェクトとして、緊急災害時食料供給に関する新たな

委員会が設置されたことを報告する。 

 

続いて平成２４年度本部収支予算案について事務局より今回の制度改革により、「本・支部総

収支予算」「本部」「支部合計」の３枚の予算表になっているが、ここでは本部の収支予算を

報告。 

三年に一度の会費の見直しを実施、自主申告による売上高から収入を予算計上した。 

収入は、前年より多少増の５４,４５９,０００円、支出は、前期の活動実績をベースに前年同規模

の５６,３９６,０００円結果、事業活動収支差額は△１,９３７,０００円、当期収支差額は８,１７９,０００円、こ

れにより次期繰越収支差額は２２,９７２,２６８円となる予算案が説明された。なお、昨年同様に平

成２４年１月の臨時理事会で承認された４・５月の年初収支暫定予算数値を含んだ予算数値で有

ることも説明された。 

 

ここで議長は質疑を求めたが、無かったので両案を一括しての承認を求めたが、拍手を以っ

て承認された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定時総会 会場 
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第８号議案  役員の改選に関する件 

 

議長より、今年度は任期満了に伴う役員の改選期でありまますが、事前に事務局より役員各

位にご意向を伺わせたところ、一部の方から会社人事の都合により役員交代の申し出が有った

事を説明し、事務局より詳細を報告するよう要請する。 

それを受け事務局より理事・監事の全候補者案について報告を行った。 

 

［退任理事・監事］ ［新任理事・監事］ 

三菱食品㈱ 後藤 雅治 理事 三菱食品㈱ 中野 勘治 氏 

コンタツ㈱ 津久浦慶之 理事 コンタツ㈱ 津久浦慶明 氏 

伊藤忠食品㈱ 足立  誠 理事 伊藤忠食品㈱ 青山 裕一 氏 

廣屋国分㈱ 濱口吉右衞門監事 ㈱升喜 升本  正 氏 

 

報告を受けた議長は事務局案の承認を求め、拍手を以って異議なく承認された。 

従って本年度は、２３名の理事及び２名の監事、合計２５名の役員による運営体制になる事を説

明し、会員各位の尚一層の協力をお願いした。 

なお、再任についても異議なく承認され、被選任者全員がその就任を承諾した。 

 

引き続き新たな運営体制について、総会前の理事会において、全候補者がこの定時総会で選

任されることを前提に互選した結果を披露するよう、議長から事務局に指示があり来場者全員

に配布される。 

國分理事を会長に、濱口理事・田中理事・中野理事の３名を副会長に、専務理事には引き続

き奥山理事をという運営体制を報告し全員から拍手を持って承認された。 

 

第９号議案  その他 

 

第９号議案に何も提起事項がないので、事務局から何かあれば報告するよう議長から指示が

あり事務局より２点の案件が報告された。 

 

１点目は「電力需要抑制の対策について」、現在のところ行政からは節電目標の数値は出て

いないが、厳しい状況に変わりは無く、数値目標は除き、業界として昨年同様の「電力需要抑

制の対策」を掲げて行くこと。 

２点目の「消費税の増税に関する件」については、東京商工会議所税制検討委員会の平成２

４年度税制改正に関する意見を踏襲し、消費税の引き上げは、国民や企業の納得と理解を得な

がら進めることが不可欠であり、講じなければならない措置が６点ほどあるので継続して主張

して行くことを報告。 

 

議長は、以上の二点に関して意見等が無かったので、承認をいただけるか確認したところ、

拍手をもって承認された。 

他に何も無いので、議長は、本日出席されている三人の退任役員から、順次挨拶するようお
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願いし、後藤・足立・濱口の三氏から永年のご協力に対し、御礼の挨拶があった。 

 

議長より長時間の審議に対する御礼と、今後のご協力ならびにこの後の懇親会に引き続き参

加していただくようお願いし、１６時２０分定時総会は無事閉会された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

５月２４日（金）東京大手町レベル２１東京會館に於いて理事会が開催された。主な議案は、

理事会の新運営体制や消費税の増税に対する基本スタンス等であったが、その他各支部長

より、本部に対する要望や各支部総会の日程や研修会の内容について報告がなされた。 

以下に議事録を掲載する。 

 

議 案   第１号議案  定時総会提出議案の確認の件 

・理事会の新運営体制について 

第２号議案  その他 

 

開 会   定刻になり奥山専務理事の司会により開会。 

 

冒頭、國分勘兵衛会長より次の如く挨拶があった。 

 

「前回（４月１９日）に引き続き、ご多忙のなかご参集頂き誠に有難うございます。 

最初に事務局より出欠の状況について報告していただきます。」 

事務局はここで本日の出欠状況を以下の如く報告する。 

 

理 事 会 開 催 

懇親会開会のご挨拶 

濱口副会長 

懇親会中締めのご挨拶 

田中副会長 

懇親会でご挨拶される 

カゴメ㈱ 西社長 
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第４号議案  会員の動向に関する件 

 

事務局は、資料を基に平成２４年３月末現在の会員数について報告し承認された。 

 

第５号議案  会費の額及び徴収の方法に関する件 

議長より今年度の会費の額及び徴収方法について、事務局から説明するように指示があり、

額に関しては、本年自主申告いただいた売上額に基づく会費区分にて算定した額と同額を、ま

た徴収方法については 

① 年額一括 

② 銀行振込み 

③ 振込手数料は会員各位負担 

④ 納付期限  平成２４年６月２９日（金） 

であることを専務理事が説明し、出席者の拍手を持って承認された。 

 

第６号議案  平成２４年度事業計画案に関する件 

第７号議案  平成２４年度収支予算案に関する件 

 

議長より関連ある両議案を続けて説明するよう指示があった。 

はじめに第６号議案の平成２４年度事業計画案について、中嶋政策委員長より、調査研究事業、

普及啓発・研修・実践事業及び実施計画案についての説明がなされた。 

 

「平成２４年度の主要な事業計画につきましてご説明申し上げます。 

昨年は東日本大震災で日本全体が大きな打撃を受けましたが、本年はその痛手から本格的に

立ち直る重要な年であります。震災復興を優先政策とする中で、色々な政策課題に迅速に取り

組み。社会変革に向けて確かな前進を確保したいものと考えます。こうした環境の中で、食品

流通業界はサプライチェーンの協働体制をより発展させ、食品流通に求められる今日的価値・

満足に貢献することがより重要なテーマと考え、事業計画を策定いたしました。 

調査研究事業では、食品流通のサプライチェーンの協働体制の中で今日的な中間流通機能の

あり方を研究するテーマについては、製・配・販連携協議会等と充分情報を共有化して進めて

参ります。 

昨年私達の業界は、公正取引委員会から取引の適正化について要請を受けましたが、この要

請を真摯に受け止め、公正取引推進のための制度や関連法規への適正な対応を図るため業界と

しての遵守マニュアルを作成していく調査研究を行います。 

また昨年の大震災時に経験した緊急時の食料供給のあり方については、毎年行政に報告して

いる緊急災害時に備えた食料調達可能数量等の調査について、行政と充分協議検討しながら有

事に備えるため、この調査を基礎として緊急食料支援の機能性、機動性を高めて具体的実現性

のある形を研究したいと思います。ＴＰＰに関する情報は、現状極めて乏しい状況にありますが、

ＴＰＰは我々業界にとりましても大変重要な課題でもありますので引き続きどのような影響が

考えられるかについて調査して参ります。 
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メーカーと卸のウイン・ウインの関係を構築する場 

－東北支部－ 

東北支部総会を６月１１日（月）１１時４５分よりホ

テルモントレ仙台で開催した。 

開会に先立ち東北支部長の堀内琢夫氏が（丸大堀

内（株））「昨年は東日本大震災の影響で総会の開催

が遅い時期になってしまったが、本年は通常通り開

催することが出来た」と開会の挨拶を行った。 

その後事務局で副支部長である降幡 進氏（東北

国分（株））の司会進行で、まず定足数の確認を行い、

そして支部長が議長席に着いて議事に入った。 

第１号議案 平成２３年度事業活動報告及び決算

報告を副支部長が説明し拍手で承認された。 

第２号議案 平成２４年度事業活動計画及び予算

について事務局が説明しこれも拍手で承認された。 

第３号議案 役員改選に関する件について事務局

案を説明し承認された。 

その後経営情報交換会として奥山専務理事から一般社団法人への変更等について説明がな

された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東北支部 定時総会 会場 

 

その後昼食をはさんで午後１時から賛助会員連絡会が開催された。 

司会は引き続き、降幡 進氏（東北国分（株））が担当し、最初に東北支部長の堀内琢夫氏（丸

大堀内（株））が「日食協はメーカーと卸のウイン・ウインの関係を構築する場」と開会の挨拶

を行った。 

東北支部 賛助会員連絡会での 

堀内支部長 開会ご挨拶 
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理事総数 ２３名中 ２２名出席 監事総数 ２名中 ２名出席 

 

ここで本日の会の成立と共に前回の慣例を受けて会長を議長に指名し審議に入った。 

 

第１号議案  定時総会提出議案の確認の件 

 

議長より事務局に第１号議案の説明の指示があり、これを受け専務理事は、手元に配布した

資料の中で、前回の理事会に間に合わず掲載できなかった本部・支部の合計の財務諸表に、前

期分を入れて当期分と比較できるようにした事、また、平成２４年度の本部収支予算の内、投資

活動収支の部で、前年引き当てた１６百万円を全額取り崩して収入とした点は、今年確実に研

修・普及事業として、費用化される金額だけを取り崩し予算とするよう会計士より指導があり、

１６百万円から１２百万円に変更した事、したがって、当期収支差額予算及び次期繰り越し収支予

算額が４百万円減少した事を説明し了解を求めた。 

また、本日新たに配布した平成２４年度収支予算内訳表は、公益法人会計の新会計基準により、

本部予算を４事業に分割した、事業別の収支内訳表で、本来なら前回報告すべきことであった

が遅れた点をお詫びし了解を求めた。 

また、前回の理事会で意見があった来年３月の理事会開催時期の問題は、理事企業各位の決

算時期等の確認により支障が少ない事、また決算年度の変更には定款変更やそれに伴う業務負

荷もあるため、理事会開催日程には充分配慮することでご理解ご協力をお願いする。 

また４月以降の入・退会動向については、前回の報告以降全く動きが無かったことを報告し

承認をお願いする。 

議長が全員に声を掛けたところ、全員から賛同を得た。 

 

次に議長は、理事会の新運営体制について意見を求めたが何も無いので、事務局より何か提

言があれば報告するよう要請する。 

 

それを受けて事務局は添付資料に則り、國分勘兵衛理事を会長に、濱口泰三理事・田中茂治

理事・中野勘治理事の三氏を副会長に、また、専務理事には引き続き、奥山理事という新運営

体制案を提示し、全員から承認を得た。 

代表理事 國分勘兵衛、同濱口泰三、同田中茂治、同中野勘治、尚非選任者全員がその就任

を承諾した。 

 

第２号議案  その他 

 

第２号議案として提起事項がないので、事務局から以下の二点の報告がなされた。 

・第一点目 「電力需要抑制の対策について」は現在のところ行政より節電目標を入れた自主

行動計画の作成要請が来ていないが厳しい状況には変わりが無く、当面は数値目標を除き、昨

年同様の「電力需要抑制の対策」を掲げて節電に協力して行く所存で有る事。 

・第二点目 「消費税の増税に関する件」は東京商工会議所税制検討委員会の平成２４年度税制

改正に関する意見を踏襲し、消費税増税の実施に際しては、①価格転嫁の確保に万全を期すこ
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と ②事業所間取引の経過措置の継続適用及び税込価格への変更を行う場合の端数処理方式の

統一化を図る事 ③複数税率とインボイスの導入は行わない事等の措置を実施する事が必要で

あることを説明し、理事会において了解を得られたら総会にて諮りたいと説明、全員から賛同

を得る。 

最後に、各支部長より本部への要望事項や今年度の活動予定等に関して発表を要請、今年度

は南の九州・沖縄支部長より、順次北海道支部長まで総会日程や行事予定等発表された。 

國分会長より各支部長への労いの一言を最後に、無事終了する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理事会 会場 

 

 

 

 

 

全て原案通り承認 

－中国支部－ 

中国支部総会を６月５日（火）１５時よりホテルグランヴィァ広島にて開催した。 

中国支部事務局の磯田英之氏（中村角（株））の司会進行で、最初に定足数の確認を行い、つ

いで中国支部長の中村成朗氏（中村角（株）が議長席に着いて、５月に行われた本部の定時総会

についての報告を交えて開会の挨拶を行った。 

その後議案の審議に入り、事務局から第１号議案 平成２３年度事業報告書承認の件 及び 

第２号議案 平成２３年度収支決算書承認の件を一括して説明審議し、監査報告を会計幹事店の

吉村友昭氏（国分（株）中国支社）行い、拍手で承認された。 

ついで第３号議案 平成２４年度事業計画案承認の件 及び 第４号議案 平成２４年度収支

予算案承認の件も一括して事務局が説明し、全て原案通りこれも拍手で承認された。 

支 部 総 会 開 催 
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中国支部 定時総会 会場 

 

続いて１５時３０分より会場を移して賛助会員も加わって合

同研修会が開催された。 

中村支部長の開会挨拶の後、奥山専務理事が「日食協活動

報告」を報告し、ついでフロンティア・マネジメント（株）代

表取締役 松岡真宏氏が「流通業の常識を疑え」と題して講

演された。 

講演内容は、① ２０年間で劇的に消費スタイルを変えた日

本の消費者 ② 総合小売業で何が起こっているのか ③ 

総合小売業の再生の処方箋とは ④人口動態の見通し、中国

における日本の流通業をどう見るか等であった。 

終了後、懇親会を行い閉会とした。 

 

 

 

中国支部 合同研修会での 

中村支部長 開会ご挨拶 

合同研修会で講演する 

松岡真宏氏 

中国支部 合同研修会 会場 
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と ②事業所間取引の経過措置の継続適用及び税込価格への変更を行う場合の端数処理方式の

統一化を図る事 ③複数税率とインボイスの導入は行わない事等の措置を実施する事が必要で

あることを説明し、理事会において了解を得られたら総会にて諮りたいと説明、全員から賛同

を得る。 

最後に、各支部長より本部への要望事項や今年度の活動予定等に関して発表を要請、今年度

は南の九州・沖縄支部長より、順次北海道支部長まで総会日程や行事予定等発表された。 

國分会長より各支部長への労いの一言を最後に、無事終了する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理事会 会場 

 

 

 

 

 

全て原案通り承認 

－中国支部－ 

中国支部総会を６月５日（火）１５時よりホテルグランヴィァ広島にて開催した。 

中国支部事務局の磯田英之氏（中村角（株））の司会進行で、最初に定足数の確認を行い、つ

いで中国支部長の中村成朗氏（中村角（株）が議長席に着いて、５月に行われた本部の定時総会

についての報告を交えて開会の挨拶を行った。 

その後議案の審議に入り、事務局から第１号議案 平成２３年度事業報告書承認の件 及び 

第２号議案 平成２３年度収支決算書承認の件を一括して説明審議し、監査報告を会計幹事店の

吉村友昭氏（国分（株）中国支社）行い、拍手で承認された。 

ついで第３号議案 平成２４年度事業計画案承認の件 及び 第４号議案 平成２４年度収支

予算案承認の件も一括して事務局が説明し、全て原案通りこれも拍手で承認された。 

支 部 総 会 開 催 

－ 11 － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中国支部 定時総会 会場 

 

続いて１５時３０分より会場を移して賛助会員も加わって合

同研修会が開催された。 

中村支部長の開会挨拶の後、奥山専務理事が「日食協活動

報告」を報告し、ついでフロンティア・マネジメント（株）代

表取締役 松岡真宏氏が「流通業の常識を疑え」と題して講

演された。 

講演内容は、① ２０年間で劇的に消費スタイルを変えた日

本の消費者 ② 総合小売業で何が起こっているのか ③ 

総合小売業の再生の処方箋とは ④人口動態の見通し、中国

における日本の流通業をどう見るか等であった。 

終了後、懇親会を行い閉会とした。 

 

 

 

中国支部 合同研修会での 

中村支部長 開会ご挨拶 

合同研修会で講演する 

松岡真宏氏 

中国支部 合同研修会 会場 



－ 12 － 

メーカーと卸のウイン・ウインの関係を構築する場 

－東北支部－ 

東北支部総会を６月１１日（月）１１時４５分よりホ

テルモントレ仙台で開催した。 

開会に先立ち東北支部長の堀内琢夫氏が（丸大堀

内（株））「昨年は東日本大震災の影響で総会の開催

が遅い時期になってしまったが、本年は通常通り開

催することが出来た」と開会の挨拶を行った。 

その後事務局で副支部長である降幡 進氏（東北

国分（株））の司会進行で、まず定足数の確認を行い、

そして支部長が議長席に着いて議事に入った。 

第１号議案 平成２３年度事業活動報告及び決算

報告を副支部長が説明し拍手で承認された。 

第２号議案 平成２４年度事業活動計画及び予算

について事務局が説明しこれも拍手で承認された。 

第３号議案 役員改選に関する件について事務局

案を説明し承認された。 

その後経営情報交換会として奥山専務理事から一般社団法人への変更等について説明がな

された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東北支部 定時総会 会場 

 

その後昼食をはさんで午後１時から賛助会員連絡会が開催された。 

司会は引き続き、降幡 進氏（東北国分（株））が担当し、最初に東北支部長の堀内琢夫氏（丸

大堀内（株））が「日食協はメーカーと卸のウイン・ウインの関係を構築する場」と開会の挨拶

を行った。 

東北支部 賛助会員連絡会での 

堀内支部長 開会ご挨拶 

－ 9 － 

理事総数 ２３名中 ２２名出席 監事総数 ２名中 ２名出席 

 

ここで本日の会の成立と共に前回の慣例を受けて会長を議長に指名し審議に入った。 

 

第１号議案  定時総会提出議案の確認の件 

 

議長より事務局に第１号議案の説明の指示があり、これを受け専務理事は、手元に配布した

資料の中で、前回の理事会に間に合わず掲載できなかった本部・支部の合計の財務諸表に、前

期分を入れて当期分と比較できるようにした事、また、平成２４年度の本部収支予算の内、投資

活動収支の部で、前年引き当てた１６百万円を全額取り崩して収入とした点は、今年確実に研

修・普及事業として、費用化される金額だけを取り崩し予算とするよう会計士より指導があり、

１６百万円から１２百万円に変更した事、したがって、当期収支差額予算及び次期繰り越し収支予

算額が４百万円減少した事を説明し了解を求めた。 

また、本日新たに配布した平成２４年度収支予算内訳表は、公益法人会計の新会計基準により、

本部予算を４事業に分割した、事業別の収支内訳表で、本来なら前回報告すべきことであった

が遅れた点をお詫びし了解を求めた。 

また、前回の理事会で意見があった来年３月の理事会開催時期の問題は、理事企業各位の決

算時期等の確認により支障が少ない事、また決算年度の変更には定款変更やそれに伴う業務負

荷もあるため、理事会開催日程には充分配慮することでご理解ご協力をお願いする。 

また４月以降の入・退会動向については、前回の報告以降全く動きが無かったことを報告し

承認をお願いする。 

議長が全員に声を掛けたところ、全員から賛同を得た。 

 

次に議長は、理事会の新運営体制について意見を求めたが何も無いので、事務局より何か提

言があれば報告するよう要請する。 

 

それを受けて事務局は添付資料に則り、國分勘兵衛理事を会長に、濱口泰三理事・田中茂治

理事・中野勘治理事の三氏を副会長に、また、専務理事には引き続き、奥山理事という新運営

体制案を提示し、全員から承認を得た。 

代表理事 國分勘兵衛、同濱口泰三、同田中茂治、同中野勘治、尚非選任者全員がその就任

を承諾した。 

 

第２号議案  その他 

 

第２号議案として提起事項がないので、事務局から以下の二点の報告がなされた。 

・第一点目 「電力需要抑制の対策について」は現在のところ行政より節電目標を入れた自主

行動計画の作成要請が来ていないが厳しい状況には変わりが無く、当面は数値目標を除き、昨

年同様の「電力需要抑制の対策」を掲げて節電に協力して行く所存で有る事。 

・第二点目 「消費税の増税に関する件」は東京商工会議所税制検討委員会の平成２４年度税制

改正に関する意見を踏襲し、消費税増税の実施に際しては、①価格転嫁の確保に万全を期すこ



－ 16 － 

だきながら、“製・配・販”三層が一体となった連携をより一層強化するために、川中である

卸が何をすべきかというテーマに大胆に挑戦して行く所存なのでご協力をよろしくお願いしたい。 

なお、定時総会終了後は農林水産省の薬師寺上席研究官の“高齢化社会における食料をめぐ

る諸問題”というテーマで特別講演会も有るので、最後までおつきあい下さい。」と挨拶され

た。 

 

続いて事務局が定足数の報告をし、支部規約第９条により、田中支部長が議長席に着席した。 

議長は議事録署名人として、コンタツ株式会社 三角 殿と、株式会社升喜 秋庭 殿を指

名し、承認され、議事に入った。 

 

第１号議案  平成２３年度事業報告に関する件 

第２号議案  平成２３年度収支決算報告に関する件 

 

議長より事務局に両案続けて説明する様指示があった。これを受けて事務局は、５月２４日

（木）に開催された本部の定時総会に於ける状況報告を含めて会報Ｖｏｌ.１７４号を資料として次

の如く報告を行った。 

１．本部活動 

・事業活動報告 

・公益法人制度改革への対応について 

２．関東支部活動 

・事業活動概況、 

・関東支部流通業務委員会活動報告。 

・関東支部の収支決算（前期繰越額 ９２８,４８９円、当期収入合計 １,２００,１６７円当期支出合計

１,８１７,３８３円、次期繰越収支差額 ３１１,２７３円、各予算費と内容概要）。 

 

事務局は、会計監事の吉田学文氏（明治屋商事㈱）から統合再編により交替の申し出を受け

たこと、替わって伊藤忠食品㈱の神保敏郎氏に会計監事として代理監査を受けたことを報告し、

本日の会員参加者から了承を得る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関東支部 幹事会 会場 
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東北支部 賛助会員連絡会 会場 

 

ついで賛助会員を代表してハウス食品（株）仙台支店長の島村和宏氏が挨拶し「価値販売への

転換」等について述べられた。この後、奥山専務理事が「日食協活動報告」を行い、１４時１０

分に閉会した。 

 

平成２４年度 東北支部 新役員名簿 

支部長 堀内 琢夫 丸大堀内(株) 代表取締役社長 

副支部長 降幡  進 東北国分(株) 代表取締役社長 

会計監事 佐藤  淳 佐藤（株）    代表取締役社長 

 

 

本部の成果を支部に波及 

－東海支部－ 

 東海支部総会を、６月１４日（木）午後１時より名古屋観光ホテルに於いて開催した。 

事務局の山田将聖氏（（株）中部飲食料新聞）の司会進行で定足数を確認した後、東海支部長の

永津邦彦氏（（株）トーカン）が「日食協では様々な活動を行い

卸業界の発展に取り組んでおり、東海支部も本部の成果を波及

させていきたい」と開会の挨拶を述べた。 

この後、支部長が議長席について議案の審議に入った。 

 

議案内容 

第１号議案  平成２３年度事業報告書承認の件 

第２号議案  平成２３年度収支決算書承認の件 

第３号議案  平成２４年度事業計画案承認の件 

東海支部 定時総会 

永津支部長 開会ご挨拶 

務研修会での 

堀内支部長 開会ご挨拶 
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第４号議案  平成２４年収支予算案承認の件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東海支部 定時総会 会場 

 

以上の各議案を審議承認した後、奥山専務理事が本部活動についての報告を行った。終了後、

会場を変えて中部飲食料品問屋連盟と共催で講演会を開催した。 

松岡真宏氏（フロンティア・マネジメント（株）代表取締役）を講師に「～流通業の『常識』

を疑え～」のテーマで行われ、豊富なデータによる多角的な分析で２０年間で劇的に消費スタイ

ルを変えた日本の消費者と今後の見通しについて講演した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東海支部・中食連 合同研修会 会場 

 

 

関東支部の活性化が日食協発展のベース 

－関東支部－ 

関東支部幹事会が６月１５日（金）午前１１時３０分より東京大手町レベル２１東京會舘に於いて

定時総会に先立ち開催された。 

－ 15 － 

関東支部の田中茂治氏（（株）日本アクセス）の司会進行で

午後に行われる総会の議案内容について確認後、幹事全員が

挨拶を含めて業界に近況について意見を述べた。 

その後１３時より定時総会が行われた。 

当日の内容を議事録に以下に掲載する。 

 

出席状況 会員４９社中 出席２２社 委任状２７社 計４９社 

 

定刻 奥山常任幹事の司会兼事務局の発声により開会。 

 

冒頭 田中茂治関東支部長（㈱日本アクセス）が、本日の

ご参集と日頃の弊協会へのご協力に対して御礼を述べたの

ち、次に様に言葉を続けた。 

 

「日本加工食品卸協会は昭和５２年５月に設立され今年で３５年目を迎え、本年度は公益法人制

度改革に則り、名称も”一般社団法人日本加工食品卸協会”に改め、１３５社の会員と１０９事業

所、及び賛助会員１３２社、団体賛助会員３社の合計３７２の企業及び事業所にて構成されている

卸の全国唯一の団体であり、北は北海道から九州・沖縄まで全国９支部にて活動している。 

その中で、会員卸４９社と３３の事業所会員を傘下に持つ最大の支部であるこの関東支部が活性

化していくことが、日食協発展のベースになることを認識し活動を続けている。 

平素の活動として、４つの継続調査事業（①物流コスト・②返品調査・③在庫回転日数調査・

④物流動向調査）の取りまとめを行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関東支部 定時総会 会場 

 

更に本年の課題として 

①昨年に引き続き電力節電抑制策の推進 ②消費税の増税については価格転嫁の確保とイン

ボイス制度を伴う複数税率の導入を行わないことを主張していく事また、ＢＭＳとかＢＣＰとい

うように一企業毎の対応が困難な課題については、賛助会員の皆さまから力強いご支援をいた

関東支部 定時総会 

田中支部長 開会ご挨拶 
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第４号議案  平成２４年収支予算案承認の件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東海支部 定時総会 会場 

 

以上の各議案を審議承認した後、奥山専務理事が本部活動についての報告を行った。終了後、

会場を変えて中部飲食料品問屋連盟と共催で講演会を開催した。 

松岡真宏氏（フロンティア・マネジメント（株）代表取締役）を講師に「～流通業の『常識』

を疑え～」のテーマで行われ、豊富なデータによる多角的な分析で２０年間で劇的に消費スタイ

ルを変えた日本の消費者と今後の見通しについて講演した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東海支部・中食連 合同研修会 会場 

 

 

関東支部の活性化が日食協発展のベース 

－関東支部－ 

関東支部幹事会が６月１５日（金）午前１１時３０分より東京大手町レベル２１東京會舘に於いて

定時総会に先立ち開催された。 

－ 15 － 

関東支部の田中茂治氏（（株）日本アクセス）の司会進行で

午後に行われる総会の議案内容について確認後、幹事全員が

挨拶を含めて業界に近況について意見を述べた。 

その後１３時より定時総会が行われた。 

当日の内容を議事録に以下に掲載する。 

 

出席状況 会員４９社中 出席２２社 委任状２７社 計４９社 

 

定刻 奥山常任幹事の司会兼事務局の発声により開会。 

 

冒頭 田中茂治関東支部長（㈱日本アクセス）が、本日の

ご参集と日頃の弊協会へのご協力に対して御礼を述べたの

ち、次に様に言葉を続けた。 

 

「日本加工食品卸協会は昭和５２年５月に設立され今年で３５年目を迎え、本年度は公益法人制

度改革に則り、名称も”一般社団法人日本加工食品卸協会”に改め、１３５社の会員と１０９事業

所、及び賛助会員１３２社、団体賛助会員３社の合計３７２の企業及び事業所にて構成されている

卸の全国唯一の団体であり、北は北海道から九州・沖縄まで全国９支部にて活動している。 

その中で、会員卸４９社と３３の事業所会員を傘下に持つ最大の支部であるこの関東支部が活性

化していくことが、日食協発展のベースになることを認識し活動を続けている。 

平素の活動として、４つの継続調査事業（①物流コスト・②返品調査・③在庫回転日数調査・

④物流動向調査）の取りまとめを行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関東支部 定時総会 会場 

 

更に本年の課題として 

①昨年に引き続き電力節電抑制策の推進 ②消費税の増税については価格転嫁の確保とイン

ボイス制度を伴う複数税率の導入を行わないことを主張していく事また、ＢＭＳとかＢＣＰとい

うように一企業毎の対応が困難な課題については、賛助会員の皆さまから力強いご支援をいた

関東支部 定時総会 

田中支部長 開会ご挨拶 
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だきながら、“製・配・販”三層が一体となった連携をより一層強化するために、川中である

卸が何をすべきかというテーマに大胆に挑戦して行く所存なのでご協力をよろしくお願いしたい。 

なお、定時総会終了後は農林水産省の薬師寺上席研究官の“高齢化社会における食料をめぐ

る諸問題”というテーマで特別講演会も有るので、最後までおつきあい下さい。」と挨拶され

た。 

 

続いて事務局が定足数の報告をし、支部規約第９条により、田中支部長が議長席に着席した。 

議長は議事録署名人として、コンタツ株式会社 三角 殿と、株式会社升喜 秋庭 殿を指

名し、承認され、議事に入った。 

 

第１号議案  平成２３年度事業報告に関する件 

第２号議案  平成２３年度収支決算報告に関する件 

 

議長より事務局に両案続けて説明する様指示があった。これを受けて事務局は、５月２４日

（木）に開催された本部の定時総会に於ける状況報告を含めて会報Ｖｏｌ.１７４号を資料として次

の如く報告を行った。 

１．本部活動 

・事業活動報告 

・公益法人制度改革への対応について 

２．関東支部活動 

・事業活動概況、 

・関東支部流通業務委員会活動報告。 

・関東支部の収支決算（前期繰越額 ９２８,４８９円、当期収入合計 １,２００,１６７円当期支出合計

１,８１７,３８３円、次期繰越収支差額 ３１１,２７３円、各予算費と内容概要）。 

 

事務局は、会計監事の吉田学文氏（明治屋商事㈱）から統合再編により交替の申し出を受け

たこと、替わって伊藤忠食品㈱の神保敏郎氏に会計監事として代理監査を受けたことを報告し、

本日の会員参加者から了承を得る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関東支部 幹事会 会場 
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東北支部 賛助会員連絡会 会場 

 

ついで賛助会員を代表してハウス食品（株）仙台支店長の島村和宏氏が挨拶し「価値販売への

転換」等について述べられた。この後、奥山専務理事が「日食協活動報告」を行い、１４時１０

分に閉会した。 

 

平成２４年度 東北支部 新役員名簿 

支部長 堀内 琢夫 丸大堀内(株) 代表取締役社長 

副支部長 降幡  進 東北国分(株) 代表取締役社長 

会計監事 佐藤  淳 佐藤（株）    代表取締役社長 

 

 

本部の成果を支部に波及 

－東海支部－ 

 東海支部総会を、６月１４日（木）午後１時より名古屋観光ホテルに於いて開催した。 

事務局の山田将聖氏（（株）中部飲食料新聞）の司会進行で定足数を確認した後、東海支部長の

永津邦彦氏（（株）トーカン）が「日食協では様々な活動を行い

卸業界の発展に取り組んでおり、東海支部も本部の成果を波及

させていきたい」と開会の挨拶を述べた。 

この後、支部長が議長席について議案の審議に入った。 

 

議案内容 

第１号議案  平成２３年度事業報告書承認の件 

第２号議案  平成２３年度収支決算書承認の件 

第３号議案  平成２４年度事業計画案承認の件 

東海支部 定時総会 

永津支部長 開会ご挨拶 

務研修会での 

堀内支部長 開会ご挨拶 
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も拍手で承認され閉会となった 

 

平成２４年度 近畿支部 新役員名簿 

支部長 伊藤忠食品株式会社 代表取締役 濱口泰三 

副支部長 加藤産業株式会社 常務取締役 小林隆夫 

会計監事 五大物産株式会社 代表取締役社長 角田勇吉 

幹事 株式会社ヒメカン 代表取締役社長 清水昌樹 

 

 

新たな事業活動を提案 

－四国支部－ 

 四国支部役員会が６月１９日（火）午前１１時３０分より、リーガホ

テルゼスト高松に於いて四国支部総会に先立ち開催された。 

総会における議案内容の確認が主要な議案であるが、四国支部に

おける今後の新たな事業活動についても具体的に意見交換が行なわ

れた。 

昼食後１２時３０分より賛助会員も加わって四国支部の総会が開催

された。 

最初に、事務局の渡辺国雄氏（旭食品（株））が本日の予定と配布

資料の確認、定足数の報告を行った。 

ついで四国支部長の竹内克之氏（旭食品（株））が開会の挨拶を述

べた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

四国支部 定時総会会場 

四国支部総会 竹内支部長 

開会ご挨拶 
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ここで議長は、会計監事代理の神保氏に監査結果を報告するよう要請した。 

神保会計監事代理は「会計監事の代理という事で、５月２８日（月）に監査を行い、全てに正

確である事を確認した」旨を報告した。 

議長は両案の質疑を求めたが無かったので、承認を求め，拍手で承認された。 

 

第３号議案  平成２４年度事業計画案に関する件 

第４号議案  平成２４年度収支予算案に関する件 

 

議長よりこの両案について、事務局よりを続けて説明する様に指示し、事務局はこれを受け

て、別添の両案を資料とし、協会の事業計画を演繹して関東支部事業計画を策定し、担当別予

定まで流通業務委員会で討議策定した計画案を説明した。 

そして収支予算として前期繰越額 ３１１,２７３円、当期収入合計 １,５０１,０００円、当期支出合計

１,５６０，０００円、予備費 ５０,０００円、次期繰越額 ２０２，２７３円の予算内容を説明した。 

議長はこれについての質疑を求めたが、無かったので承認を求めた所，拍手で承認された。 

 

第５号議案  役員改選の件 

 

議長は事務局に内容を説明するよう要請。 

事務局より、本年は役員改選時期のため、事前にご意向を確認致しましたところ、会社人事

の都合で一部役員から交替の申し出を受けたことを説明。 

本日、総会前の幹事会において、後任者案も含めて承認を得たことを報告し、同時に総会資

料に基き役員案を読み上げ、その場で拍手をもって承認された。また被選任者全員もその就任

を承諾する。 

 

第６号議案  その他 

 

議長より当総会場にて審議を必要とする他の問題提起を求めたが、無かったので、事務局側

から報告事項が有ったら説明するよう要請。 

事務局は、この度の法人格変更による改定内容、及びそれに係る規約の修正部分について、

資料に則り説明し、拍手をもって承認を得た。 

加えて、消費税の増税に関する件、更に今夏の電力需要抑制対策について、日食協としての

考え、ポイント等を説明する。 

 

最後に議長は、本日の全ての審議事項が滞りなく終了した事を告げ、１４時１５分に総会は終了

した。 

 

定時総会終了後に、農林水産省の研究機関農林水産政策研究所の上席主任研究官 薬師寺哲

郎氏をお招きして「高齢化社会における食料をめぐる諸問題 ～ 食料消費・食生活・食料購

入～」というテーマで特別講演会を開催した。 
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食料品アクセス問題 高齢者の健康を阻害 

 

この中で薬師寺氏は高齢者の食生活と老化の密接な関

係を指摘し、熊谷修氏（人間総合科学大学教授）らの調

査研究を引用し、「多様な食品を食べる高齢者ほど、生

活機能を維持できる」とし、「（近所で買い物がしづら

い）食料品アクセス問題で消費が制約された場合、食品

摂取の多様性が低下し、老化を進めてしまう」と述べた。 

また、研究所が全国３地域で行ったアンケート調査で

は、年齢が上がるほど「買物で不便や苦労がある」と答

えた人の割合が高くなっている。一方「６５歳以上の高齢

者でも（活動能力指標調査で）生活自立度が高い層ほど、

不便や苦労を感じている人が少ない」ことも確認された。 

「食料品のアクセスが改善すると、買物の不便が軽減

され、多様な食品摂取が可能になり、高齢者の自立が維

持される。自立によって不便はさらに軽減される、この

好循環に持っていくことが大切だ」ただし、研究所は多

様な食品購入に欠かせない生鮮取扱店舗までの距離が５００ｍを超える人口を４千４００万人（６５

歳以上９７０万人）と推計しており、改善には地域ごとの特性に合わせた多面的なアプローチが

必要になる。「経済的条件の厳しい地方都市や農山村では、移動販売や交通条件の改善が必要

だ。一方、大都市は食料品アクセスは比較的良好だが、独居老人の引きこもりなどで栄養状態

が悪いという報告もある。 

店舗開発だけでは解決できない問題尾であり、何らかのコミュニテイ対策を絡めていかない

と多様な食品摂取（による高齢者の自立）に結びつかない。 

また薬師寺氏は今後の行政対応について「この問題は関係範囲が非常に広い。中心市街地の

衰退や都市の郊外化、公共交通の脆弱化、コミュニティの希薄化、高齢者の健康・栄養など多

様な政策課題の解決が必要である」と述べ、「地方自治体だけでなく、国としても関係省庁が

連携して取り組むべき課題だ」との見解を示した。 

 

平成２４年度 関東支部 新役員名簿 

 

役 員 社 名 役 職 氏 名 備考 

支 部 長 ㈱日本アクセス 代表取締役社長 田 中 茂 治  

副支部長 国分㈱ 執行役員広域・関東統括部長 内 藤 悟  

副支部長 廣屋国分㈱ 代表取締役社長 関 口 信 彦  

副支部長 三井食品㈱ 執行役員営業本部副本部長兼酒類統括部

長 

竹 下 修  

副支部長 ㈱サンヨ－堂 代表取締役社長 宗 像 善 昌  

副支部長 三菱食品㈱ 常務執行役員関東支社長 中 村 稔  

関東支部 特別講演会 講師 

農林水産省 農林水産政策研究所 

上席主任研究官 薬師寺哲郎氏 
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会計監事 伊藤忠食品㈱ 東日本営業本部営業第一部部長 

 

神 保 敏 郎  

幹 事 日本酒類販売㈱ 代表取締役社長 松 川 隆 志  

幹 事 ㈱ヤグチ 商品部部長 後 藤 毅  

幹 事 コンタツ㈱ 物流統括部部長 三 角 悦 雄  

幹 事 ㈱升喜 商品政策部部長 秋 庭 修  

幹 事 ㈱新潟リョーショク 代表取締役社長 花 村 昭 男  

幹 事 ㈱マルイチ産商 取締役執行役員食品事業部長 原 田 文 彦  

幹 事 横浜乾物㈱ 代表取締役社長 斉 藤 米 造  

幹 事 関東国分㈱ 代表取締役社長 大久保徳政  

幹 事 ヤマキ㈱ 代表取締役社長 山 口 茂  

幹 事 ユアサ･ﾌﾅｼｮｸ㈱ 代表取締役会長 上 田 弘  

幹 事 武田食品㈱ 取締役部長 田 村 悟  

幹 事 常洋水産㈱ 営業本部長 増 子 幸 吉  

幹 事 群馬県卸酒販㈱ 代表取締役社長 萩 原 哲 夫  

常任幹事 日食協 専務理事 奥 山 則 康  

 

 

環境変化に対応して価値の提供を 

－近畿支部－ 

６月１５日（金）午後１時より大阪市都島区の太閤園において近畿支部総会が開催された。 

支部総会は、事務局の二井康文氏（伊藤忠食品（株））の司会進行で始まり、最初に近畿支部

長の演口泰三氏（伊藤忠食品（株））が、「昨年の東日本大震災では、食のライフラインとして

卸の機能・役割が再確認された。外部環境は依然厳しいが、環境変化に迅速に対応し、価値提

供していかなければならない。」と開会のあいさつを述べた。 

この後、事務局が定足数の確認を行い、支部長が議長席に着き議案審議に入った。 

 

第１号議案  平成２３年度事業報告に関する件 

第２号議案  平成２３年度収支決算報告に関する件 

第３号議案  平成２４年度事業計画（案）に関する件 

第４号議案  平成２４年度収支予算（案）に関する件 

第５号議案  任期満了に伴う役員改選に関する件 

 

以上の内容を事務局が報告し、決算監査報告を山下 明氏（五大物産（株））が行い、いずれ



－ 18 － 

食料品アクセス問題 高齢者の健康を阻害 

 

この中で薬師寺氏は高齢者の食生活と老化の密接な関

係を指摘し、熊谷修氏（人間総合科学大学教授）らの調

査研究を引用し、「多様な食品を食べる高齢者ほど、生

活機能を維持できる」とし、「（近所で買い物がしづら

い）食料品アクセス問題で消費が制約された場合、食品

摂取の多様性が低下し、老化を進めてしまう」と述べた。 

また、研究所が全国３地域で行ったアンケート調査で

は、年齢が上がるほど「買物で不便や苦労がある」と答

えた人の割合が高くなっている。一方「６５歳以上の高齢

者でも（活動能力指標調査で）生活自立度が高い層ほど、

不便や苦労を感じている人が少ない」ことも確認された。 

「食料品のアクセスが改善すると、買物の不便が軽減

され、多様な食品摂取が可能になり、高齢者の自立が維

持される。自立によって不便はさらに軽減される、この

好循環に持っていくことが大切だ」ただし、研究所は多

様な食品購入に欠かせない生鮮取扱店舗までの距離が５００ｍを超える人口を４千４００万人（６５

歳以上９７０万人）と推計しており、改善には地域ごとの特性に合わせた多面的なアプローチが

必要になる。「経済的条件の厳しい地方都市や農山村では、移動販売や交通条件の改善が必要

だ。一方、大都市は食料品アクセスは比較的良好だが、独居老人の引きこもりなどで栄養状態

が悪いという報告もある。 

店舗開発だけでは解決できない問題尾であり、何らかのコミュニテイ対策を絡めていかない

と多様な食品摂取（による高齢者の自立）に結びつかない。 

また薬師寺氏は今後の行政対応について「この問題は関係範囲が非常に広い。中心市街地の

衰退や都市の郊外化、公共交通の脆弱化、コミュニティの希薄化、高齢者の健康・栄養など多

様な政策課題の解決が必要である」と述べ、「地方自治体だけでなく、国としても関係省庁が

連携して取り組むべき課題だ」との見解を示した。 

 

平成２４年度 関東支部 新役員名簿 

 

役 員 社 名 役 職 氏 名 備考 

支 部 長 ㈱日本アクセス 代表取締役社長 田 中 茂 治  

副支部長 国分㈱ 執行役員広域・関東統括部長 内 藤 悟  

副支部長 廣屋国分㈱ 代表取締役社長 関 口 信 彦  

副支部長 三井食品㈱ 執行役員営業本部副本部長兼酒類統括部

長 

竹 下 修  

副支部長 ㈱サンヨ－堂 代表取締役社長 宗 像 善 昌  

副支部長 三菱食品㈱ 常務執行役員関東支社長 中 村 稔  

関東支部 特別講演会 講師 

農林水産省 農林水産政策研究所 

上席主任研究官 薬師寺哲郎氏 
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会計監事 伊藤忠食品㈱ 東日本営業本部営業第一部部長 

 

神 保 敏 郎  

幹 事 日本酒類販売㈱ 代表取締役社長 松 川 隆 志  

幹 事 ㈱ヤグチ 商品部部長 後 藤 毅  

幹 事 コンタツ㈱ 物流統括部部長 三 角 悦 雄  

幹 事 ㈱升喜 商品政策部部長 秋 庭 修  

幹 事 ㈱新潟リョーショク 代表取締役社長 花 村 昭 男  

幹 事 ㈱マルイチ産商 取締役執行役員食品事業部長 原 田 文 彦  

幹 事 横浜乾物㈱ 代表取締役社長 斉 藤 米 造  

幹 事 関東国分㈱ 代表取締役社長 大久保徳政  

幹 事 ヤマキ㈱ 代表取締役社長 山 口 茂  

幹 事 ユアサ･ﾌﾅｼｮｸ㈱ 代表取締役会長 上 田 弘  

幹 事 武田食品㈱ 取締役部長 田 村 悟  

幹 事 常洋水産㈱ 営業本部長 増 子 幸 吉  

幹 事 群馬県卸酒販㈱ 代表取締役社長 萩 原 哲 夫  

常任幹事 日食協 専務理事 奥 山 則 康  

 

 

環境変化に対応して価値の提供を 

－近畿支部－ 

６月１５日（金）午後１時より大阪市都島区の太閤園において近畿支部総会が開催された。 

支部総会は、事務局の二井康文氏（伊藤忠食品（株））の司会進行で始まり、最初に近畿支部

長の演口泰三氏（伊藤忠食品（株））が、「昨年の東日本大震災では、食のライフラインとして

卸の機能・役割が再確認された。外部環境は依然厳しいが、環境変化に迅速に対応し、価値提

供していかなければならない。」と開会のあいさつを述べた。 

この後、事務局が定足数の確認を行い、支部長が議長席に着き議案審議に入った。 

 

第１号議案  平成２３年度事業報告に関する件 

第２号議案  平成２３年度収支決算報告に関する件 

第３号議案  平成２４年度事業計画（案）に関する件 

第４号議案  平成２４年度収支予算（案）に関する件 

第５号議案  任期満了に伴う役員改選に関する件 

 

以上の内容を事務局が報告し、決算監査報告を山下 明氏（五大物産（株））が行い、いずれ
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も拍手で承認され閉会となった 

 

平成２４年度 近畿支部 新役員名簿 

支部長 伊藤忠食品株式会社 代表取締役 濱口泰三 

副支部長 加藤産業株式会社 常務取締役 小林隆夫 

会計監事 五大物産株式会社 代表取締役社長 角田勇吉 

幹事 株式会社ヒメカン 代表取締役社長 清水昌樹 

 

 

新たな事業活動を提案 

－四国支部－ 

 四国支部役員会が６月１９日（火）午前１１時３０分より、リーガホ

テルゼスト高松に於いて四国支部総会に先立ち開催された。 

総会における議案内容の確認が主要な議案であるが、四国支部に

おける今後の新たな事業活動についても具体的に意見交換が行なわ

れた。 

昼食後１２時３０分より賛助会員も加わって四国支部の総会が開催

された。 

最初に、事務局の渡辺国雄氏（旭食品（株））が本日の予定と配布

資料の確認、定足数の報告を行った。 

ついで四国支部長の竹内克之氏（旭食品（株））が開会の挨拶を述

べた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

四国支部 定時総会会場 

四国支部総会 竹内支部長 

開会ご挨拶 
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ここで議長は、会計監事代理の神保氏に監査結果を報告するよう要請した。 

神保会計監事代理は「会計監事の代理という事で、５月２８日（月）に監査を行い、全てに正

確である事を確認した」旨を報告した。 

議長は両案の質疑を求めたが無かったので、承認を求め，拍手で承認された。 

 

第３号議案  平成２４年度事業計画案に関する件 

第４号議案  平成２４年度収支予算案に関する件 

 

議長よりこの両案について、事務局よりを続けて説明する様に指示し、事務局はこれを受け

て、別添の両案を資料とし、協会の事業計画を演繹して関東支部事業計画を策定し、担当別予

定まで流通業務委員会で討議策定した計画案を説明した。 

そして収支予算として前期繰越額 ３１１,２７３円、当期収入合計 １,５０１,０００円、当期支出合計

１,５６０，０００円、予備費 ５０,０００円、次期繰越額 ２０２，２７３円の予算内容を説明した。 

議長はこれについての質疑を求めたが、無かったので承認を求めた所，拍手で承認された。 

 

第５号議案  役員改選の件 

 

議長は事務局に内容を説明するよう要請。 

事務局より、本年は役員改選時期のため、事前にご意向を確認致しましたところ、会社人事

の都合で一部役員から交替の申し出を受けたことを説明。 

本日、総会前の幹事会において、後任者案も含めて承認を得たことを報告し、同時に総会資

料に基き役員案を読み上げ、その場で拍手をもって承認された。また被選任者全員もその就任

を承諾する。 

 

第６号議案  その他 

 

議長より当総会場にて審議を必要とする他の問題提起を求めたが、無かったので、事務局側

から報告事項が有ったら説明するよう要請。 

事務局は、この度の法人格変更による改定内容、及びそれに係る規約の修正部分について、

資料に則り説明し、拍手をもって承認を得た。 

加えて、消費税の増税に関する件、更に今夏の電力需要抑制対策について、日食協としての

考え、ポイント等を説明する。 

 

最後に議長は、本日の全ての審議事項が滞りなく終了した事を告げ、１４時１５分に総会は終了

した。 

 

定時総会終了後に、農林水産省の研究機関農林水産政策研究所の上席主任研究官 薬師寺哲

郎氏をお招きして「高齢化社会における食料をめぐる諸問題 ～ 食料消費・食生活・食料購

入～」というテーマで特別講演会を開催した。 
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要請を継続して行うようにした。 

２．センターフイについて 

新たに新設される共配センターに関しては、福岡地区協議会で設定したガイドラインを基

準として設定していくことを共通の認識とする。 

３．労務提供に関して 

現在一部の量販店、ドラッグ、ＣＶＳにおいて労務の提供について対価が支払われているが、

中には自社内で卸、メーカーに要請せずに対応している企業もあり、まだまだ対応がバラバ

ラであり今後も継続して意見交換を進める。 

 

最後に②商品展示特売の本年自粛の

継続については、今年度も継続して自

粛とすることを承認し、１３時５０分に総

会を終了した。 

その後、奥山専務理事が「日食協活

動報告」を行い、１４時４０分からは日本

スーパーマーケット協会 専務理事 

大塚 明氏を講師に「シナリオ２０２０

～２０２０年のスーパーマーケット業界

の課題と展望～」という演題で特別講

演会が行われた。 

 

 

  

福岡地区協議会 山本代表の活動報告 

九州沖縄支部 特別講演会 会場 

九州沖縄支部 幹事会 会場 
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この後、支部長が議長席について議案の審議に入り、事務局が以下に議案について説明を行

い全て原案通り拍手で承認された。 

 

議案内容 

第１号議案  平成２３年度事業報告並びに会計報告 

第２号議案  平成２４年度収支予算の件 

第３号議案  その他 

 

その後、奥山専務理事が「日食協事業活動報告」を行

った。 

 

終了後、講演会に移り、日本スーパーマーケット協会 専務理事 大塚 明氏が「シナリオ

２０２０～２０２０年のスーパーマーケット業界の課題と展望」というテーマで講演された。 

 

 

環境変化に即した成長戦略 

－北海道支部－ 

７月４日（火）１４時３０分より京王プラザホテルに於いて

支部総会に先立ち常任幹事会を開催した。主要議題として

は、この後行われる総会の議案の確認であったが、事務局

体制の交替、今秋に予定する海外視察研修等について打ち

合わせを行った。 

１５時から定時総会並びに日食協懇談会が開会され、事務

局の菊地弘祐氏（スハラ食品（株））の司会進行で最初に支

部長の村山圭一氏（スハラ食品（株））が「少子高齢化に対

応して地域密着型の小売業やＣＶＳが成長している」と市場

環境を交えて開会の挨拶を述べた。 

ついで事務局が定足数の確認を行って、議案の審議に入

った。 

 

第１号議案 平成２３年度 支部事業活動報告に関する件 

第２号議案 平成２３年度 支部決算報告及び監査報告に関する件 

 

以上を一括して事務局が報告し、監査報告を星 正寿氏（三菱食品（株））が行い、拍手で承

認された。続いて 

 

第３号議案 平成２４年度 支部事業計画（案） 

講演する 大塚 明氏 

北海道支部総会 村山支部長 

開会ご挨拶 
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第４号議案 平成２４年度 支部事業予算（案） 

 

以上を一括して事務局が報告し、拍手で承認された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北海道支部 定時総会・懇談会 会場 

 

ついで支部活動状況報告をＷＧメンバー代表の吉田潤一氏（三菱食品（株））が行い、清水道

博氏（日本アクセス北海道（株））がベトナム研修についての報告

を行って、最後に奥山専務が「日食協本部活動報告」を述べた。 

休憩後講演会に移り、講師に塙 昭彦氏（（株）７＆Ｉ・ホールデ

ィングス顧問（株）オフィス はなわ 代表取締役社長 一般財団

法人 徳育経営研究所 理事長）をお招きして「リーダーは逆境

にどう考え、行動するのか～人生、全て当たりくじ！～」という

演題で「桃太郎から学ぶリーダー論」等を講演された。 

終了後懇親会が行われ、開会挨拶を賛助会員世話人を代表して

平山賢司氏（北海道味の素（株））が行って開宴し、中締めを副支

部長の平野喜久夫氏（日本アクセス北海道（株））が行って閉会し

た。 

 

 

卸機能が豊かな消費を支える 

－九州沖縄支部－ 

７月６日（金）午前１１時より、ＡＮＡクラウンプラザホテルに於いて、九州沖縄支部の第６４

回幹事会が開かれた。 

主要な議題は午後に開催される定時総会に向けての議案内容の確認であったが、役員改選や

今後の事業活動等について幅広く意見交換を行った。 

昼食後、午後１時から第３５回定時総会が開催された。 

講演する 塙 昭彦氏 

－ 23 － 

事務局の白土恵一氏（コゲツ産業（株））の司会進行によ

り、最初に定足数の確認を行って総会成立の報告を行った

後、副支部長の出森義人氏（ヤマエ久野（株））が開会の言

葉を述べ、ついで支部長の本村道生氏（コゲツ産業（株））

が「卸機能が豊かな消費を支えている」と開会の挨拶を行

った。 

 

この後本村支部長が議長席に着いて、議事録署名人を指

名して議案の審議に入った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１号議案 平成２３年度事業報告並びに収支決算書承認の件       

第２号議案 平成２４年度事業計画並びに予算案承認の件 

 

１、２号議案を一括して事務局が説明し、会計監事の梶山尚志氏（三井食品（株））が監査報

告を行って、拍手で承認された。続いて 

 

第３号議案 任期満了に伴う役員改選に関する件は、全員重任することが承認された。 

第４号議案 ①取引慣行改善に係る地域活動の実態報告については、福岡地区協議会の中村

康裕氏（ヤマエ久野（株））が報告した。 

 

【福岡地区協議会活動報告】 

定期会を１１企業で２ヶ月に１回開催 

１．返品問題について 

各卸から、お得意様へ返品削減のお願いを継続して実施。昨年福岡地区協議会メンバーに

て各社の返品率検証調査を行う。結果、２０１０年度に対し０.００２％～０.０７％の改善がみられた。 

しかしながら業態別ではドラッグストアの返品率が、低いところで１.２９％、高いところで

４.６％と過去の日食協の調査の九州平均の０.６％を大幅に上回っている結果となる。福岡地区

協議会にて、返品に対するガイドライン的なものを作成し各卸が、共通認識のもと返品削減

九州沖縄支部 出森副支部長 

開会のことば 

九州沖縄支部総会 本村支部長 

開会ご挨拶 



－ 22 － 
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った。 

 

この後本村支部長が議長席に着いて、議事録署名人を指

名して議案の審議に入った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１号議案 平成２３年度事業報告並びに収支決算書承認の件       

第２号議案 平成２４年度事業計画並びに予算案承認の件 

 

１、２号議案を一括して事務局が説明し、会計監事の梶山尚志氏（三井食品（株））が監査報

告を行って、拍手で承認された。続いて 

 

第３号議案 任期満了に伴う役員改選に関する件は、全員重任することが承認された。 

第４号議案 ①取引慣行改善に係る地域活動の実態報告については、福岡地区協議会の中村

康裕氏（ヤマエ久野（株））が報告した。 

 

【福岡地区協議会活動報告】 

定期会を１１企業で２ヶ月に１回開催 

１．返品問題について 

各卸から、お得意様へ返品削減のお願いを継続して実施。昨年福岡地区協議会メンバーに

て各社の返品率検証調査を行う。結果、２０１０年度に対し０.００２％～０.０７％の改善がみられた。 

しかしながら業態別ではドラッグストアの返品率が、低いところで１.２９％、高いところで

４.６％と過去の日食協の調査の九州平均の０.６％を大幅に上回っている結果となる。福岡地区

協議会にて、返品に対するガイドライン的なものを作成し各卸が、共通認識のもと返品削減

九州沖縄支部 出森副支部長 

開会のことば 

九州沖縄支部総会 本村支部長 

開会ご挨拶 



－ 24 － 

要請を継続して行うようにした。 

２．センターフイについて 

新たに新設される共配センターに関しては、福岡地区協議会で設定したガイドラインを基

準として設定していくことを共通の認識とする。 

３．労務提供に関して 

現在一部の量販店、ドラッグ、ＣＶＳにおいて労務の提供について対価が支払われているが、

中には自社内で卸、メーカーに要請せずに対応している企業もあり、まだまだ対応がバラバ

ラであり今後も継続して意見交換を進める。 

 

最後に②商品展示特売の本年自粛の

継続については、今年度も継続して自

粛とすることを承認し、１３時５０分に総

会を終了した。 

その後、奥山専務理事が「日食協活

動報告」を行い、１４時４０分からは日本

スーパーマーケット協会 専務理事 

大塚 明氏を講師に「シナリオ２０２０

～２０２０年のスーパーマーケット業界

の課題と展望～」という演題で特別講

演会が行われた。 

 

 

  

福岡地区協議会 山本代表の活動報告 

九州沖縄支部 特別講演会 会場 

九州沖縄支部 幹事会 会場 

－ 21 － 

この後、支部長が議長席について議案の審議に入り、事務局が以下に議案について説明を行

い全て原案通り拍手で承認された。 

 

議案内容 

第１号議案  平成２３年度事業報告並びに会計報告 

第２号議案  平成２４年度収支予算の件 

第３号議案  その他 

 

その後、奥山専務理事が「日食協事業活動報告」を行

った。 

 

終了後、講演会に移り、日本スーパーマーケット協会 専務理事 大塚 明氏が「シナリオ

２０２０～２０２０年のスーパーマーケット業界の課題と展望」というテーマで講演された。 

 

 

環境変化に即した成長戦略 

－北海道支部－ 

７月４日（火）１４時３０分より京王プラザホテルに於いて

支部総会に先立ち常任幹事会を開催した。主要議題として

は、この後行われる総会の議案の確認であったが、事務局

体制の交替、今秋に予定する海外視察研修等について打ち

合わせを行った。 

１５時から定時総会並びに日食協懇談会が開会され、事務

局の菊地弘祐氏（スハラ食品（株））の司会進行で最初に支

部長の村山圭一氏（スハラ食品（株））が「少子高齢化に対

応して地域密着型の小売業やＣＶＳが成長している」と市場

環境を交えて開会の挨拶を述べた。 

ついで事務局が定足数の確認を行って、議案の審議に入

った。 

 

第１号議案 平成２３年度 支部事業活動報告に関する件 

第２号議案 平成２３年度 支部決算報告及び監査報告に関する件 

 

以上を一括して事務局が報告し、監査報告を星 正寿氏（三菱食品（株））が行い、拍手で承

認された。続いて 

 

第３号議案 平成２４年度 支部事業計画（案） 

講演する 大塚 明氏 

北海道支部総会 村山支部長 

開会ご挨拶 
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サントリーフーズ㈱ 常務取締役営業本部長 安 部  博 

日清オイリオグループ㈱ 執行役員東京支店長兼ＲＳ営業部長 吉 田 伸 章 

日清食品㈱ 代表取締役専務営業本部長 三 浦 善 功 

日清フーズ㈱ 常務取締役営業本部長 岩 崎 浩 一 

日本水産㈱ 広域営業本部首都圏家庭用営業部部長 田 中 照 夫 

ネスレ日本㈱ 執行役員流通営業統括部統括部長 銀 崎 達 己 

ハウス食品㈱ 営業企画推進室長 田 中 千 之 

㈱桃屋 営業企画室室長 菅 原 通 之 

   
[日本加工食品卸協会委員各位] 

 
会社名 役 職 氏 名 

伊藤忠食品㈱ 執行役員東日本営業本部本部長兼ＷＥＢ本部本部長 青 山 裕 一 

加藤産業㈱ 取締役東京本部副本部長 福 島 和 成 

国分㈱ 常務取締役経営統括副本部長兼営業本部長 北 見  賢 

コンタツ㈱ 取締役営業統括部長 湯 浅 正 男 

㈱サンヨー堂 取締役営業本部商品部長 小 林 由 朗 

㈱日本アクセス 取締役副社長社長補佐営業管掌営業統括本部長 堀井壯一郎 

三井食品㈱ 執行役員営業本部副本部長兼酒類統括部長 竹 下  修 

三菱食品㈱ 取締役専務執行役員加食事業本部長 中 嶋 隆 夫 

日食協 専務理事 奥 山 則 康 

 

 

第１４９ 回 ネットワーク検討会開催 

－６月７日－ 

 ６月７日（木）午前１０時より日食協会議室にて、第１４９回ネットワーク検討会が開催され卸側

が５名、メーカー側が７名、合計１２名が参加して行われた。 

 情報システム研究会の座長である竹腰雅一氏（伊藤忠食品（株））の司会進行で、 

１． 日食協活動報 

２．ＥＤＩ Ｗ・Ｇ活動報告 

３．Ｆ研活動報告 

４．製・配・販連携協議会報告 

５．流通ＢＭＳ標準普及推進協議会報告 

等について出席者から報告があり情報の共有化が図られた。 

次回開催を平成２５年６月１３日（木）に予定して閉会した。 

 

－ 25 － 

平成２４年度 九州・沖縄支部新役員 幹事会 名簿 

役員他 社 名 役 職 出席者氏名 

支 部 長 コゲツ産業（株） 代表取締役社長 本 村 道 生 

副支部長 ヤマエ久野（株） 取締役会長 出 森 義 人 

会計監事 三井食品（株） 執行役員九州支社長 有 吉  朗 

幹  事 伊藤忠食品（株） 九州・中国支店 支店長 魚 住 直 之 

幹  事 国分（株） 九州支社 九州支社長 玉 置 信 一 

幹  事 加藤産業（株）九州支社 取締役九州支社長 破 魔 重 美 

幹  事 （株）日本アクセス九州支社 常務執行役員九州支社長 西 村  武 

幹  事 三菱食品（株） 九州支社 執行役員九州支社長 長 澤 秀 人 

幹  事 旭食品（株） 九州中央支店 支店長 福 井 良 臣 

幹  事 亀井通産（株） 代表取締役社長 築 城 初 實 

幹  事 （株）立石 代表取締役社長 立 石 善 一 郎 

幹  事 佐賀食品（株） 代表取締役社長 藤 井  昇 

幹  事 下田商事(株) 代表取締役社長 下 田 弥 吉 

幹  事 （株）三久食品 代表取締役社長 阪 本 恒 徳 

幹  事 （株）隅倉 代表取締役社長 隅 倉 啓 造 

幹  事 南九州国分(株) 代表取締役社長 大 和 一 彦 

幹  事 （株）竹之下 代表取締役社長 宇 野 圭 郎 

幹  事 （株）許田商会 代表取締役社長 許 田 正 博 

 

 

食品業界も大きな転機 

－北陸支部－ 

７月１２日（木）午前１１時よりホテル日航金沢に於いて、北陸支部役員会が開催された。 

午後から開催される定時総会に向けての議案内容の確認が主な内容であったが、今秋に開催

予定の経営実務研修会の日程や講師案についての打ち合わせも行った。 

昼食後、１２時２５分より北陸支部の会員卸、事業所会員卸が参加して北陸支部総会が開催され

た。会計幹事の奥野 潔氏（石川中央食品（株））の司会進行で最初に北陸支部長の荒木 章氏

（カナカン（株））が、「食品業界も大きな転機を迎えている。ＰＢの扱い比率が多くなるなど、

ビジネスチャンスも大きく変化している。消費者の節約志向も拍車がかかっている。」などと

開会の挨拶を述べた。 

続いて出席者が各自自己紹介を行い、定足数の確認を行った後、支部長が議長席について議

案の審議入った。 

 

第１号議案  平成２３年度事業報告ならびに収支決算報告について 

       幹事（監査）の藤井伸子氏（マルコク（株））が監査報告 
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第２号議案  平成２４年度事業計画ならびに収支予算について 

第３号議案  役員改選 

 

第１、２号議案については会

計幹事から説明報告があり、い

ずれも原案通り拍手で承認され

た。役員改選は全員重任となっ

た。また今秋に予定する経営実

務研修会の日程及び講師の先生

等について確認が行われた。 

全ての議案が終了後、奥山専

務理事が「日食協活動報告」を

行って１３時２５分に総会は閉会

となった。 

 

平成２４年度 北陸支部 新役員名簿 

支部長 カナカン（株） 代表取締役社長 荒 木  章 

副支部長 北陸中央食品（株） 代表取締役社長 澤 田 悦 守 

会計幹事 石川中央食品（株） 代表取締役社長 奥 野  潔 

幹事（監査） マルコク（株） 代表取締役社長 藤 井 伸 子 

幹 事 （株）田中與商店 代表取締役社長  塩 田 則 國 

 

 

 

 

第1回 政策委員会･食品取引改善協議会を開催 

－５月１５日－ 

平成２４年度第１回目の政策委員会・食品取引改善協議会を５月１５日（火）午前１０時から日

本橋精養軒会議室にて開催した。 

主要議題は、４月１９日に開催された理事会の内容の情報共有化や当日行われる賛助会員幹事

店会の運営内容であったが、消費税の増税や今夏の電力需要抑制策について業界としての考え

方をまとめるべく意見の交換を行い、５月２４日に開催される理事会、総会に提言することとし

た。 

また一部委員の交替もあり年間の活動日程や政策委員会の協会における位置づけ等について

再確認を行った。 

事業活動 

北陸支部総会 会場 

－ 27 － 

第１４回 賛助会員幹事店会開催 

－５月１５日－ 

第１４回賛助会員幹事店会を５月１５日（火）午前１１時３０分より日本橋精養軒会議室にて開催

された。 

 会議は、冒頭当協会の政策委員長中嶋隆夫氏（三菱食品（株））と賛助会員幹事企業を代表し

て小原利郎氏（味の素（株））からご挨拶をいただいた後、事務局の司会進行で議事に入った。 

 議題は、（１）平成２４年４月１９日に開催された理事会の報告として、事務局から① 平成２３年

度事業報告、② 一般社団法人への移行と運営ガバナンスについて、③ 平成２４年度事業活動計

画、④ 役員の改選等を説明した。ついで（２）意見交換テーマとして「小売業の本部手数料（割

戻金）制度」について参加賛助会員幹事企業からご発表をいただき意見の交換を行った。 

 次回開催を平成２４年１１月１３日（火）に予定して閉会とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

賛助会員 幹事店会 会場 

 

賛助会員幹事店会出席者名簿 

（社名：５０音順・敬称：略） 

 [賛助会員幹事店委員各位] 

会社名 役 職 氏 名 

味の素㈱ 常務執行役員食品事業本部副事業本部長国内営業統括 小 原 利 郎 

カゴメ㈱ 取締役専務執行役員営業管掌兼ｺﾝｼｭｰﾏｰ事業本部長 寺 田 直 行 

カルピス㈱ 理事営業推進部長 岩 瀬 嘉 郎 

キッコーマン食品㈱ 執行役員首都圏支社長兼副ﾅｼｮﾅﾙ・ｾｰﾙｽ・ﾏﾈｼﾞｬｰ 加 瀬 泰 美 

キユーピー㈱ 執行役員家庭用本部本部長 山 本 範 雄 
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第２号議案  平成２４年度事業計画ならびに収支予算について 

第３号議案  役員改選 

 

第１、２号議案については会

計幹事から説明報告があり、い

ずれも原案通り拍手で承認され

た。役員改選は全員重任となっ

た。また今秋に予定する経営実

務研修会の日程及び講師の先生

等について確認が行われた。 

全ての議案が終了後、奥山専

務理事が「日食協活動報告」を

行って１３時２５分に総会は閉会

となった。 

 

平成２４年度 北陸支部 新役員名簿 

支部長 カナカン（株） 代表取締役社長 荒 木  章 

副支部長 北陸中央食品（株） 代表取締役社長 澤 田 悦 守 

会計幹事 石川中央食品（株） 代表取締役社長 奥 野  潔 

幹事（監査） マルコク（株） 代表取締役社長 藤 井 伸 子 

幹 事 （株）田中與商店 代表取締役社長  塩 田 則 國 

 

 

 

 

第1回 政策委員会･食品取引改善協議会を開催 

－５月１５日－ 

平成２４年度第１回目の政策委員会・食品取引改善協議会を５月１５日（火）午前１０時から日

本橋精養軒会議室にて開催した。 

主要議題は、４月１９日に開催された理事会の内容の情報共有化や当日行われる賛助会員幹事

店会の運営内容であったが、消費税の増税や今夏の電力需要抑制策について業界としての考え

方をまとめるべく意見の交換を行い、５月２４日に開催される理事会、総会に提言することとし

た。 

また一部委員の交替もあり年間の活動日程や政策委員会の協会における位置づけ等について

再確認を行った。 

事業活動 

北陸支部総会 会場 

－ 27 － 

第１４回 賛助会員幹事店会開催 

－５月１５日－ 

第１４回賛助会員幹事店会を５月１５日（火）午前１１時３０分より日本橋精養軒会議室にて開催

された。 

 会議は、冒頭当協会の政策委員長中嶋隆夫氏（三菱食品（株））と賛助会員幹事企業を代表し

て小原利郎氏（味の素（株））からご挨拶をいただいた後、事務局の司会進行で議事に入った。 

 議題は、（１）平成２４年４月１９日に開催された理事会の報告として、事務局から① 平成２３年

度事業報告、② 一般社団法人への移行と運営ガバナンスについて、③ 平成２４年度事業活動計

画、④ 役員の改選等を説明した。ついで（２）意見交換テーマとして「小売業の本部手数料（割

戻金）制度」について参加賛助会員幹事企業からご発表をいただき意見の交換を行った。 

 次回開催を平成２４年１１月１３日（火）に予定して閉会とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

賛助会員 幹事店会 会場 

 

賛助会員幹事店会出席者名簿 

（社名：５０音順・敬称：略） 

 [賛助会員幹事店委員各位] 

会社名 役 職 氏 名 

味の素㈱ 常務執行役員食品事業本部副事業本部長国内営業統括 小 原 利 郎 

カゴメ㈱ 取締役専務執行役員営業管掌兼ｺﾝｼｭｰﾏｰ事業本部長 寺 田 直 行 

カルピス㈱ 理事営業推進部長 岩 瀬 嘉 郎 

キッコーマン食品㈱ 執行役員首都圏支社長兼副ﾅｼｮﾅﾙ・ｾｰﾙｽ・ﾏﾈｼﾞｬｰ 加 瀬 泰 美 

キユーピー㈱ 執行役員家庭用本部本部長 山 本 範 雄 



－ 28 － 

サントリーフーズ㈱ 常務取締役営業本部長 安 部  博 

日清オイリオグループ㈱ 執行役員東京支店長兼ＲＳ営業部長 吉 田 伸 章 

日清食品㈱ 代表取締役専務営業本部長 三 浦 善 功 

日清フーズ㈱ 常務取締役営業本部長 岩 崎 浩 一 

日本水産㈱ 広域営業本部首都圏家庭用営業部部長 田 中 照 夫 

ネスレ日本㈱ 執行役員流通営業統括部統括部長 銀 崎 達 己 

ハウス食品㈱ 営業企画推進室長 田 中 千 之 

㈱桃屋 営業企画室室長 菅 原 通 之 

   
[日本加工食品卸協会委員各位] 

 
会社名 役 職 氏 名 

伊藤忠食品㈱ 執行役員東日本営業本部本部長兼ＷＥＢ本部本部長 青 山 裕 一 

加藤産業㈱ 取締役東京本部副本部長 福 島 和 成 

国分㈱ 常務取締役経営統括副本部長兼営業本部長 北 見  賢 

コンタツ㈱ 取締役営業統括部長 湯 浅 正 男 

㈱サンヨー堂 取締役営業本部商品部長 小 林 由 朗 

㈱日本アクセス 取締役副社長社長補佐営業管掌営業統括本部長 堀井壯一郎 

三井食品㈱ 執行役員営業本部副本部長兼酒類統括部長 竹 下  修 

三菱食品㈱ 取締役専務執行役員加食事業本部長 中 嶋 隆 夫 

日食協 専務理事 奥 山 則 康 

 

 

第１４９ 回 ネットワーク検討会開催 

－６月７日－ 

 ６月７日（木）午前１０時より日食協会議室にて、第１４９回ネットワーク検討会が開催され卸側

が５名、メーカー側が７名、合計１２名が参加して行われた。 

 情報システム研究会の座長である竹腰雅一氏（伊藤忠食品（株））の司会進行で、 

１． 日食協活動報 

２．ＥＤＩ Ｗ・Ｇ活動報告 

３．Ｆ研活動報告 

４．製・配・販連携協議会報告 

５．流通ＢＭＳ標準普及推進協議会報告 

等について出席者から報告があり情報の共有化が図られた。 

次回開催を平成２５年６月１３日（木）に予定して閉会した。 
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平成２４年度 九州・沖縄支部新役員 幹事会 名簿 

役員他 社 名 役 職 出席者氏名 

支 部 長 コゲツ産業（株） 代表取締役社長 本 村 道 生 

副支部長 ヤマエ久野（株） 取締役会長 出 森 義 人 

会計監事 三井食品（株） 執行役員九州支社長 有 吉  朗 

幹  事 伊藤忠食品（株） 九州・中国支店 支店長 魚 住 直 之 

幹  事 国分（株） 九州支社 九州支社長 玉 置 信 一 

幹  事 加藤産業（株）九州支社 取締役九州支社長 破 魔 重 美 

幹  事 （株）日本アクセス九州支社 常務執行役員九州支社長 西 村  武 

幹  事 三菱食品（株） 九州支社 執行役員九州支社長 長 澤 秀 人 

幹  事 旭食品（株） 九州中央支店 支店長 福 井 良 臣 

幹  事 亀井通産（株） 代表取締役社長 築 城 初 實 

幹  事 （株）立石 代表取締役社長 立 石 善 一 郎 

幹  事 佐賀食品（株） 代表取締役社長 藤 井  昇 

幹  事 下田商事(株) 代表取締役社長 下 田 弥 吉 

幹  事 （株）三久食品 代表取締役社長 阪 本 恒 徳 

幹  事 （株）隅倉 代表取締役社長 隅 倉 啓 造 

幹  事 南九州国分(株) 代表取締役社長 大 和 一 彦 

幹  事 （株）竹之下 代表取締役社長 宇 野 圭 郎 

幹  事 （株）許田商会 代表取締役社長 許 田 正 博 

 

 

食品業界も大きな転機 

－北陸支部－ 

７月１２日（木）午前１１時よりホテル日航金沢に於いて、北陸支部役員会が開催された。 

午後から開催される定時総会に向けての議案内容の確認が主な内容であったが、今秋に開催

予定の経営実務研修会の日程や講師案についての打ち合わせも行った。 

昼食後、１２時２５分より北陸支部の会員卸、事業所会員卸が参加して北陸支部総会が開催され

た。会計幹事の奥野 潔氏（石川中央食品（株））の司会進行で最初に北陸支部長の荒木 章氏

（カナカン（株））が、「食品業界も大きな転機を迎えている。ＰＢの扱い比率が多くなるなど、

ビジネスチャンスも大きく変化している。消費者の節約志向も拍車がかかっている。」などと

開会の挨拶を述べた。 

続いて出席者が各自自己紹介を行い、定足数の確認を行った後、支部長が議長席について議

案の審議入った。 

 

第１号議案  平成２３年度事業報告ならびに収支決算報告について 

       幹事（監査）の藤井伸子氏（マルコク（株））が監査報告 



－ 32 － 

 

 

 

◆神奈川県食品卸同業会 

 神奈川県食品卸同業会は、６月２０日（水）午後３時より横浜ベイシェラトン ホテル＆タワ

ーズに於いて定時総会を開催した。 

 事務局の森谷健一氏（神奈川国分（株））の司会進行で定足数を確認した後、総会成立宣言を

行い、会長の高木一夫氏（神奈川国分（株））が開会の挨拶を行って、議長席に着き議案の審議

に入った。 

 

議案内容 

第１号議案  平成２３年度事業報告 

第２号議案  平成２３年度会計報告及び監査報告 

第３号議案  平成２４年度事業計画案 

第４号議案  その他 

 

終了後賛助会員も加わって奥山専務理事が「日食協活動報告」を行い、ついで講演会に入り、

『なでしこジャパン“継続力～続けることで見えてきたもの～”』と題して（元祖なでしこジ

ャパン・サッカー女子元日本代表）高倉麻子氏が講演を行った。 

終了後懇親会を行い閉会した。 

 

◆静岡食品卸同業会 

 静岡食品卸同業会は、６月２１日（木）午後３時３０分より静岡グランドホテル中島屋にて定

時総会を開催した。 

副会長の坪井俊彦氏（（株）静岡メイカン）の司会進行で、最初に会長の山口 茂氏（ヤマキ

（株））が挨拶し、「恒例の新商品の試食会について、節度ある運営」を呼びかけた。 

ついで山口会長が、議長席に着いて議事に入った。 

 

議案内容 

第１号議案  平成２３年度事業報告及び会計監査報告 

第２号議案  平成２４年事業方針案及び予算案 

第３号議案  会則改定について 

 

全て原案通り拍手で承認された。 

この後、奥山専務理事が「日食協活動報告」を行い、終了後懇親会が開かれた。 

 

 

 

 

 

各県ブロック動向 

－ 29 － 

電力需要抑制の対策について 

 

 

平成２４年６月吉日  

  

電力需要抑制の対策について 

 

一般社団法人日本加工食品卸協会  

 

 

省エネ法と「環境自主行動計画」の遵守を基本的な考え方として、以下の施策の実行に

より電力の需要を抑制する。 

 

施策１．電力需給対策全般 

 

① クールビズ期間の前倒し（６月～９月 ⇒ ５月～９月） 

② 照明の省エネ化推進 

③ 不要な照明の消灯徹底、屋外広告・看板の照明消灯 

④ 自家発電設備の導入 

⑤ 電力デマンド監視サービスの導入 

⑥ 扇風機やサーキュレーターの導入 

⑦ 空調設備の２８℃の設定遵守 

 

施策２．流通ＳＣＭの改善 

   個々の取引内容について、節電抑制策に適した流通ＳＣＭの再構築 

 

施策３．省エネ施策の情報収集を行いＨＰに掲載 

＊今夏の節電要請の数値目標（節電期間７月２日～９月７日）対一昨年対比 

 ・関西▲１０％・九州▲１０％・北海道▲７％・四国▲７％・中部▲４％ 

 ・北陸▲４％・中国▲３％・〔東京・東北管内は数値目標を伴わない節電〕  

                     （２０１２年６月２２日現在）  

 

以 上  

 

 

  

 

 

 



－ 30 － 

計画停電回避についてのお願いの件 

 

 

 平成２４年６月１２日 

 

農林水産大臣 

郡司  彰 殿 

 

経済産業大臣 

枝野 幸男 殿 

 

東京都中央区日本橋本町二丁目３－４  
                             江戸ビル４階  

一般社団法人 日本加工食品卸協会  
        会長 國分 勘兵衛  

 

 

計画停電回避についてのお願いの件 

 

 

 平素は格別のご指導、ご鞭撻を賜り誠にありがたく厚く御礼申し上げます。 

さて、今夏の電力需要抑制の対策として弊協会では、省エネ法と「環境自主行動計画」

の遵守を基本的な考え方として別紙のような施策の実行を行い、円滑な食品供給の維持を

考えておりますが、関西電力が電力需給対策として計画停電の準備作業を進めているとの

報道があります。昨年東京電力管内で実施された計画停電では、発注から納品までのリー

ドタイムが非常に短い食品流通においては労働力の確保、しいては健康被害が生じるなど

多大な影響が生じました。また温度帯管理の商品の流通にも深刻な影響が出ました。この

ように計画停電は食のライフライン維持にも深刻な影響が懸念されますので、是非とも回

避していただきますよう格別のご配慮をお願い申し上げます。 

 

                               以 上 

－ 31 － 

消費税の増税について 

 

 

平成２４年５月吉日 

消費税の増税について 

 

                      一般社団法人 日本加工食品卸協会 

 

消費税の引上げは、国民や企業の納得と理解を得ながら進めることが不可欠 

少子高齢化の進展を鑑みれば、将来的には、社会保障制度の見直し、徹底的な行財政改

革を進めても財源不足が見込まれることから、消費税を引き上げざるを得ないと考える。

しかし、社会保障制度の効率化・重点化を徹底的に進めない限り、いずれ財源不足となり、

さらなる増税が必要となる。 

消費税の引き上げは、国民や企業の納得と理解を得ながら進めつつ、その導入のタイミ

ングや仕組みについては、景気や経済成長を最大限阻害しないよう、十分検討すべきであ

る。 

消費税制度の信頼性確保のための課税の適正化が検討課題にあがっているが、免税点や

簡易課税制度については、数次にわたり見直しを行ってきており、中小企業の益税問題は

十分適正化が図られているものと考える。むしろ、長引く景気低迷とデフレのもと、厳し

い値下げ要請や価格競争により、仕入れに係る消費税の価格への転嫁も困難となっており、

結果的に損税が生じているとの声もある。また、益税が指摘される簡易課税事業者や免税

事業者の多くは、従業員が２～３名の事業者であり、その所得水準を考慮すれば、免税点

や簡易課税制度の縮減は、これら事業者に対して過度な納税事務負担を新たに課すもので

ある。 

こうした観点から、中小企業への負担軽減措置等を講じることなしに消費税の引き上げ

を行うことは容認できない。具体的には、以下の措置の確実な実施が必要である。 

①価格転嫁の確保に万全を期すこと。 

②事業所間取引についての経過措置の継続適用及び税込価格への変更を行う場合の端数処

理の方式の統一化を図ること。 

③事業者はもとより、徴税側の事務負担やコスト増にもつながる複数税率とインボイスの

導入は行わないこと。特に、インボイスの導入は、免税事業者が取引から排除されるな

ど中小企業に深刻な影響をあたえることが懸念される。 

④逆進性対策は、当面は社会保障給付等の歳出面で対応し、将来的には「給付付き税額控

除」を検討すること。 

⑤価格転嫁が困難な中小企業の負担軽減のために存在する中小企業特例（免税点制度、簡

易課税制度）は拡充すること。 

⑥社会保障制度を支える地方の安定財源を確保すること。ただし、地方自治体は、徹底し

た行財政改革とともに、具体的な使途と財源の必要性を説明する必要がある。 

  以 上 



－ 30 － 

計画停電回避についてのお願いの件 

 

 

 平成２４年６月１２日 

 

農林水産大臣 

郡司  彰 殿 

 

経済産業大臣 

枝野 幸男 殿 

 

東京都中央区日本橋本町二丁目３－４  
                             江戸ビル４階  

一般社団法人 日本加工食品卸協会  
        会長 國分 勘兵衛  

 

 

計画停電回避についてのお願いの件 

 

 

 平素は格別のご指導、ご鞭撻を賜り誠にありがたく厚く御礼申し上げます。 

さて、今夏の電力需要抑制の対策として弊協会では、省エネ法と「環境自主行動計画」

の遵守を基本的な考え方として別紙のような施策の実行を行い、円滑な食品供給の維持を

考えておりますが、関西電力が電力需給対策として計画停電の準備作業を進めているとの

報道があります。昨年東京電力管内で実施された計画停電では、発注から納品までのリー

ドタイムが非常に短い食品流通においては労働力の確保、しいては健康被害が生じるなど

多大な影響が生じました。また温度帯管理の商品の流通にも深刻な影響が出ました。この

ように計画停電は食のライフライン維持にも深刻な影響が懸念されますので、是非とも回

避していただきますよう格別のご配慮をお願い申し上げます。 

 

                               以 上 

－ 31 － 

消費税の増税について 

 

 

平成２４年５月吉日 

消費税の増税について 

 

                      一般社団法人 日本加工食品卸協会 

 

消費税の引上げは、国民や企業の納得と理解を得ながら進めることが不可欠 

少子高齢化の進展を鑑みれば、将来的には、社会保障制度の見直し、徹底的な行財政改

革を進めても財源不足が見込まれることから、消費税を引き上げざるを得ないと考える。

しかし、社会保障制度の効率化・重点化を徹底的に進めない限り、いずれ財源不足となり、

さらなる増税が必要となる。 

消費税の引き上げは、国民や企業の納得と理解を得ながら進めつつ、その導入のタイミ

ングや仕組みについては、景気や経済成長を最大限阻害しないよう、十分検討すべきであ

る。 

消費税制度の信頼性確保のための課税の適正化が検討課題にあがっているが、免税点や

簡易課税制度については、数次にわたり見直しを行ってきており、中小企業の益税問題は

十分適正化が図られているものと考える。むしろ、長引く景気低迷とデフレのもと、厳し

い値下げ要請や価格競争により、仕入れに係る消費税の価格への転嫁も困難となっており、

結果的に損税が生じているとの声もある。また、益税が指摘される簡易課税事業者や免税

事業者の多くは、従業員が２～３名の事業者であり、その所得水準を考慮すれば、免税点

や簡易課税制度の縮減は、これら事業者に対して過度な納税事務負担を新たに課すもので

ある。 

こうした観点から、中小企業への負担軽減措置等を講じることなしに消費税の引き上げ

を行うことは容認できない。具体的には、以下の措置の確実な実施が必要である。 

①価格転嫁の確保に万全を期すこと。 

②事業所間取引についての経過措置の継続適用及び税込価格への変更を行う場合の端数処

理の方式の統一化を図ること。 

③事業者はもとより、徴税側の事務負担やコスト増にもつながる複数税率とインボイスの

導入は行わないこと。特に、インボイスの導入は、免税事業者が取引から排除されるな

ど中小企業に深刻な影響をあたえることが懸念される。 

④逆進性対策は、当面は社会保障給付等の歳出面で対応し、将来的には「給付付き税額控

除」を検討すること。 

⑤価格転嫁が困難な中小企業の負担軽減のために存在する中小企業特例（免税点制度、簡

易課税制度）は拡充すること。 

⑥社会保障制度を支える地方の安定財源を確保すること。ただし、地方自治体は、徹底し

た行財政改革とともに、具体的な使途と財源の必要性を説明する必要がある。 

  以 上 



－ 32 － 

 

 

 

◆神奈川県食品卸同業会 

 神奈川県食品卸同業会は、６月２０日（水）午後３時より横浜ベイシェラトン ホテル＆タワ

ーズに於いて定時総会を開催した。 

 事務局の森谷健一氏（神奈川国分（株））の司会進行で定足数を確認した後、総会成立宣言を

行い、会長の高木一夫氏（神奈川国分（株））が開会の挨拶を行って、議長席に着き議案の審議

に入った。 

 

議案内容 

第１号議案  平成２３年度事業報告 

第２号議案  平成２３年度会計報告及び監査報告 

第３号議案  平成２４年度事業計画案 

第４号議案  その他 

 

終了後賛助会員も加わって奥山専務理事が「日食協活動報告」を行い、ついで講演会に入り、

『なでしこジャパン“継続力～続けることで見えてきたもの～”』と題して（元祖なでしこジ

ャパン・サッカー女子元日本代表）高倉麻子氏が講演を行った。 

終了後懇親会を行い閉会した。 

 

◆静岡食品卸同業会 

 静岡食品卸同業会は、６月２１日（木）午後３時３０分より静岡グランドホテル中島屋にて定

時総会を開催した。 

副会長の坪井俊彦氏（（株）静岡メイカン）の司会進行で、最初に会長の山口 茂氏（ヤマキ

（株））が挨拶し、「恒例の新商品の試食会について、節度ある運営」を呼びかけた。 

ついで山口会長が、議長席に着いて議事に入った。 

 

議案内容 

第１号議案  平成２３年度事業報告及び会計監査報告 

第２号議案  平成２４年事業方針案及び予算案 

第３号議案  会則改定について 

 

全て原案通り拍手で承認された。 

この後、奥山専務理事が「日食協活動報告」を行い、終了後懇親会が開かれた。 

 

 

 

 

 

各県ブロック動向 

－ 29 － 

電力需要抑制の対策について 

 

 

平成２４年６月吉日  

  

電力需要抑制の対策について 

 

一般社団法人日本加工食品卸協会  

 

 

省エネ法と「環境自主行動計画」の遵守を基本的な考え方として、以下の施策の実行に

より電力の需要を抑制する。 

 

施策１．電力需給対策全般 

 

① クールビズ期間の前倒し（６月～９月 ⇒ ５月～９月） 

② 照明の省エネ化推進 

③ 不要な照明の消灯徹底、屋外広告・看板の照明消灯 

④ 自家発電設備の導入 

⑤ 電力デマンド監視サービスの導入 

⑥ 扇風機やサーキュレーターの導入 

⑦ 空調設備の２８℃の設定遵守 

 

施策２．流通ＳＣＭの改善 

   個々の取引内容について、節電抑制策に適した流通ＳＣＭの再構築 

 

施策３．省エネ施策の情報収集を行いＨＰに掲載 

＊今夏の節電要請の数値目標（節電期間７月２日～９月７日）対一昨年対比 

 ・関西▲１０％・九州▲１０％・北海道▲７％・四国▲７％・中部▲４％ 

 ・北陸▲４％・中国▲３％・〔東京・東北管内は数値目標を伴わない節電〕  

                     （２０１２年６月２２日現在）  

 

以 上  

 

 

  

 

 

 



－ 36 － 

ＪＩＩは主に３系統のチャネルで商品情報（テキスト＆画像）を調達している。（図２） 

１つ目は、業界データベースのＦＤＢであり、メーカーがＦＤＢに登録した商品情報は、全てＪＩＩ

に転送される。 

２つ目は、ＪＩＩが運営するＩｎｆｏｒｅｘ－Ｗｅｂシステム（https://www.inforex.jp）で、メーカーに直

接登録していただくチャネルである。 

３つ目は、上記２系統でも登録されないメーカーの商品情報を、参加卸の全国各拠点担当者

がＪＩＩに対して登録する卸代行登録である。 

業界ＤＢとして位置づけられるファイネットのＦＤＢは、酒類食品の大手メーカーを中心に約

２５０社が日常的に情報を登録しており、保有件数は１１万件を超えている。ＦＤＢはメーカーが登

録内容を担保する唯一の業界ＤＢであり、極めてセンシティブな品質系情報の重要性が高まる

に連れてその存在意義も高まりつつあるが、残念ながら流通業が実務で活用するには網羅性が

不足しており、ＪＩＩがそれを補完している関係にある。 

ＪＩＩのＩＤを取得して情報を登録しているメーカーは、ＦＤＢ加盟メーカーを含めて約５,０００社に

およぶ。しかしながら、食品業界におけるメーカー数は２万社とも３万社とも言われ、流通に

とってはこれらロングテールに属するメーカーの商品群が極めて重要であることから、継続的

にＪＩＩの利用を呼びかけている。 

上記３系統のルートを経由してＪＩＩのＤＢに取り込まれる商品情報は、現状でも年間２５万件前

後という膨大なボリュームであり、これだけの商品情報が数千社のメーカーや卸売業の協力の

もとに適切なタイミングで入手できる体制を持つスキームは他に類を見ない。 

 

【ＪＩＩの付加価値】 

３系統の調達ルートで毎日取り込まれる商品情報については、単に収集して保管するのでは

なく、登録項目の充足度、整合性、正確性などに関してＪＩＩのスタッフが全て目視でチェック（バ

リデーション）し、一定の標準化作業を加えているのがＪＩＩならではの付加価値である。 

全てのメーカーや卸の登録担当者が、あらかじめ標準として定められた登録ルールを厳守し、

且つ必要な項目を流通各層で必要な時点で正確に登録するフローが全体に定着すれば、当然な

がらこの機能は不要となる。 

しかしながら、特にシステムでデータ連携しているメーカーに顕著であるが、メーカー個々

の独自ルールに基づいて作成された情報をそのまま登録される場合が多く、項目は充足してい

てもそのままでは利用できない情報が多く、それ以外でもメーカーの登録レベルに相当な差が

あるのが現状である。 

これはユーザー側から見ると、メーカー毎、商品毎に、登録されている内容や項目充足度が

異なるということになる。これら異なるレベルの商品情報を全て確認して修正しないと自社マ

スターへの取り込みができないという点も、シンプルなＧＤＳの実用化を妨げた一因であり、ＪＩＩ

のような機能が必然的に求められる所以である。ＪＩＩは単なるＤＢ事業者ではなく、流通業のマ

スター登録業務に関わるＢＰＯ（Business Process Outsourcing）を本業とする企業なのである。 
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はじめに  

 食品卸売業の協働体である㈱ジャパン・インフォレックス（ＪＩＩ）と、㈱ファイネットが運営

する食品業界ＤＢ（ＦＤＢ）の両社による商品情報連携の仕組みが、ＪＩＩ設立６年を経過して多く

のメーカーや流通業に活用されるようになり、広義の食品業界における商品情報流通基盤のデ

ファクトとして認知されてきている。まだ道半ばではあるが、ここにＪＩＩの設立から現在にいた

るまでの取組みと、実務で活用している商品情報同期化の現状について紹介させていただくこ

ととした。 

なお、本稿は過日（財）流通システム開発センター殿の会報誌「流通とシステム」に掲載した

レポートに加筆修正したものである。 

 

２．ＧＤＳの取組み 

 ２０００年初頭、ＵＣＣｎｅｔにより各種標準データを活用するＥＤＩ基盤を整える取り組みがスター

トし、その前提となったのが商品情報と企業情報の一元的な管理であった。その後、我が国に

おいても企業間コラボレーションの研究が進み、国際的なＧＤＳ連携に関する検討が開始され

た。 

膨大な商品アイテムが改廃される食品業界においては、品質系情報や物流情報など１アイテ

ムあたりの登録項目の増加により製配販各層における商品情報収集、登録、改廃などの業務が

煩雑の一途を辿っており、商品情報流通の効率化は業界としても解決すべき重要なテーマであ

った。 

しかし、卸売業を加えた日本型のＧＤＳを志向したにもかかわらず、メーカーが登録したソー

スデータをそのまま同期化して共有、活用するというシンプルな構造のＧＤＳは、関係者の努力

にも関わらず、残念ながらその時点において流通各社が実務に適用させることはできなかった。 

その主たる要因は、多メーカー、多商品、多小売という我が国特有の食品流通構造にあると

考えられることから、おそらく今後もシンプルな同期化システムの定着化には相当な時間を必

要としよう。 

 

３．卸売業の役割 

我々食品卸売業は、サプライチェーンの中間に位置する卸売業が主体的に商品情報の整流化

を実現する形が最適と考えており、２００１年の時点で既に、国分株式会社と株式会社雪印アクセ

ス（現株式会社日本アクセス）は商品情報流通の効率化を目的とする㈱ジェフネットを設立し

食品同業者卸の商品マスター共同化戦略 

（実務視点からの商品情報同期化基盤）  

特 別 寄 稿 
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ていた。このジェフネットは国分、日本アクセス両社向けのサービスを提供する企業で、①商

品情報の共同管理 ②商品情報収集のＷｅｂ-ＥＤＩ化 ③各種営業支援ツールの共同開発などを

主たる事業としていた。 

その後２００４年、㈱菱食（現三菱食品㈱）は国分、日本アクセスの両社に対し、一層効果を発

揮するため更に踏み込んだ施策をと提言。その結果、３社は趣旨に賛同する他同業卸売業の出

資・参画を求め、我が国の商品情報流通合理化を目的とする新会社の設立を合意した。 

このスキームは、その頃明らかになりつつあった商品情報同期化上の課題を解決することも

可能と判断されたことから、２００６年に食品卸売業の共同出資による㈱ジャパン・インフォレッ

クス（ＪＩＩ）を設立。経済産業省によるＳＣＭ基盤最適化事業やＧＣＩジャパンで検討（制定）され

たＧＤＳ標準項目に準拠する運用を念頭に、実務視点からの現実的な商品情報同期化基盤をスタ

ートさせた。 

スタートにあたり、ＪＩＩは商品情報に関わる事業をジェフネットから譲り受けて業務を開始し

たが、ジェフネットはその後２０１１年６月に全ての資産と事業をＪＩＩに譲渡し、現時点において

は既に清算されている。 

 

４．商品情報同期化に関わる業界の問題構造 

 

 図１のような商品情報同期化に関わる製配販３層の課題については、既に多くの場面で語ら

れているので説明は省略するが、食品においては従来の基本的な情報項目に加え、物流情報、

マーケティング情報、原材料や原産国、アレルゲンなどの品質系情報、画像情報など必要項目

は増加の一途を辿っており、加えて、卸売業や小売業個々の個別情報（価格・条件・地域別情

報など）も存在し、各層の商品情報入手、登録、修正などの業務は煩雑化するばかりという現

実がある。 

一方では、業態を問わず組織や人員などのスリム化が進んでいることから、合理的且つ効率

－ 35 － 

的な商品情報収集、提供基盤の確立は避けて通ることのできないテーマとなっている。 

 さらに流通業の情報システム戦略的な観点では、前述の各種情報を活用するサブシステムの

拡大に伴い、マスターオリエンテッドな情報システム基盤への再構築がここ数年で目立つよう

になり、一元的なマスター情報の入手が必要条件化している。 

これらは、前述した特性を持つ我が国の食品業界ならではの課題であり、ＪＩＩの存在理由なの

でもある。 

 

５．㈱ジャパン・インフォレックスの概要 

 

 ＪＩＩは、卸売業との協業による共通基盤サービスを通じて日本の流通全体の効率化に寄与する

という理念の下、大手酒類食品卸売業６社（国分㈱ 三菱食品㈱ ㈱日本アクセス ㈱加藤産

業㈱ 三井食品㈱ 日本酒類販売㈱）の共同出資により、２００６年４月に設立された。 

 設立以降、卸売業各社で重複する商品情報管理業務を集約し、卸売業の共通基盤としてメー

カーに対するＷｅｂ登録システムの運用、入力情報の正規化、商品マスター管理などの業務を行

い、業界重複業務とコストの抑制を目指している。   

また、ＪＩＩは設立当初より、ＮＢメーカーの商品情報を中心とする業界データベース、ＦＤＢの

情報を全て取り込んで同期化しており、このＦＤＢとＪＩＩの連携のもとに構築された商品情報登

録・管理モデルは，「ＦＤＢ-ＪＩＩモデル」と称され、食品業界におけるデファクトな基盤となり

つつある。 

なお、２０１１年に伊藤忠食品㈱と㈱トーカンの２社が新たに出資、現在の出資企業は８社とな

っている。 

【商品情報の調達チャネル】 
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ＪＩＩは主に３系統のチャネルで商品情報（テキスト＆画像）を調達している。（図２） 

１つ目は、業界データベースのＦＤＢであり、メーカーがＦＤＢに登録した商品情報は、全てＪＩＩ

に転送される。 

２つ目は、ＪＩＩが運営するＩｎｆｏｒｅｘ－Ｗｅｂシステム（https://www.inforex.jp）で、メーカーに直

接登録していただくチャネルである。 

３つ目は、上記２系統でも登録されないメーカーの商品情報を、参加卸の全国各拠点担当者

がＪＩＩに対して登録する卸代行登録である。 

業界ＤＢとして位置づけられるファイネットのＦＤＢは、酒類食品の大手メーカーを中心に約

２５０社が日常的に情報を登録しており、保有件数は１１万件を超えている。ＦＤＢはメーカーが登

録内容を担保する唯一の業界ＤＢであり、極めてセンシティブな品質系情報の重要性が高まる

に連れてその存在意義も高まりつつあるが、残念ながら流通業が実務で活用するには網羅性が

不足しており、ＪＩＩがそれを補完している関係にある。 

ＪＩＩのＩＤを取得して情報を登録しているメーカーは、ＦＤＢ加盟メーカーを含めて約５,０００社に

およぶ。しかしながら、食品業界におけるメーカー数は２万社とも３万社とも言われ、流通に

とってはこれらロングテールに属するメーカーの商品群が極めて重要であることから、継続的

にＪＩＩの利用を呼びかけている。 

上記３系統のルートを経由してＪＩＩのＤＢに取り込まれる商品情報は、現状でも年間２５万件前

後という膨大なボリュームであり、これだけの商品情報が数千社のメーカーや卸売業の協力の

もとに適切なタイミングで入手できる体制を持つスキームは他に類を見ない。 

 

【ＪＩＩの付加価値】 

３系統の調達ルートで毎日取り込まれる商品情報については、単に収集して保管するのでは

なく、登録項目の充足度、整合性、正確性などに関してＪＩＩのスタッフが全て目視でチェック（バ

リデーション）し、一定の標準化作業を加えているのがＪＩＩならではの付加価値である。 

全てのメーカーや卸の登録担当者が、あらかじめ標準として定められた登録ルールを厳守し、

且つ必要な項目を流通各層で必要な時点で正確に登録するフローが全体に定着すれば、当然な

がらこの機能は不要となる。 

しかしながら、特にシステムでデータ連携しているメーカーに顕著であるが、メーカー個々

の独自ルールに基づいて作成された情報をそのまま登録される場合が多く、項目は充足してい

てもそのままでは利用できない情報が多く、それ以外でもメーカーの登録レベルに相当な差が

あるのが現状である。 

これはユーザー側から見ると、メーカー毎、商品毎に、登録されている内容や項目充足度が

異なるということになる。これら異なるレベルの商品情報を全て確認して修正しないと自社マ

スターへの取り込みができないという点も、シンプルなＧＤＳの実用化を妨げた一因であり、ＪＩＩ

のような機能が必然的に求められる所以である。ＪＩＩは単なるＤＢ事業者ではなく、流通業のマ

スター登録業務に関わるＢＰＯ（Business Process Outsourcing）を本業とする企業なのである。 
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６．商品情報収集の取り組み 

表：保有マスター件数：平成２３年１０月末日現在 （単位：千件）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

毎年２５万件におよぶ商品情報を速やかに調達できる背景は、ＪＩＩがメーカーと同じ業界のプレ

イヤーである卸売業の協働基盤であることに対する安心感、ＪＩＩ参加企業が実際に実務で活用し

ている姿が見えていること、などにあると思われる。 

 表の通り、保有マスター件数は基本マスターで１７０万件強、入数違いなどのリンクコードを

含めた総件数は２００万件を超え、しかも登録カテゴリーは酒類・加工食品にとどまらず、生鮮・

デイリー、菓子、そして雑貨などの非食品にいたるまでをカバーしている。 

 更には、テキストデータのみならず、（社）日本加工食品卸協会画像専門部会の実働部隊とし

て、外観画像や棚割り画像の標準化、メーカー向け登録システムの運営、継続的なメーカーへ

のＥＤＩ化要請なども平行して推進している。 

 ＪＩＩがここまで成長できたのは、後述のファイネット殿や参加卸売業各社との協働による地道

な活動あってこそであり、商品情報系の統合管理基盤は業界のプレイヤー同士で取り組まねば

なければ有効な効果を発揮できない、という意味をご理解いただけると思う。 

  

※ＪＩＩ．の対メーカー啓蒙活動 

・定期的なＪＩＩ説明会 

・全国各地域メーカー対象のＪＩＩ説明会 

・ＪＩＩ運営委員会（各卸マスター管理実務責任者） 

・菓子分科会（各卸菓子担当者） 

・チルド低温分科会（各卸チルド低温担当者） 

・酒類分科会（各卸酒類担当者） 

・画像専門部会／日食協（各卸営業企画実務責任者、ファイネット）他 

 

８．まとめ 

現在、ＪＩＩに参加してコンテンツを自社で活用しているユーザーは、大手総合卸７社、中堅酒

類卸１社、共同仕入機構１社、卸売業に加工情報を提供しているマーケティング会社数社にお
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よんでいる。 

以上の各社が活用し、年間登録約２５万件、保有情報で２００万件（リンク込み）というＪＩＩの

ＤＢは、その「網羅性」はもとより、商品が市場に出る前に登録される「迅速性」、システム

チェック、更には要員による目視チェックで標準化を図っていることに加え、主要卸売業が実

務で活用していることから発生する追加、修正が継続的に実施される「正確性」の観点から、

他に類をみない「活きたＤＢ」としてその評価は高く、昨今では流通業以外の企業からも注目

されてきた。 

しかしながらメーカーから見ると、ＪＩＩに登録した情報は前述の各企業が活用しているとはい

え、まだまだ全国に存在する多くの地域卸売業に対して個々に情報提供することを余儀なくさ

れているのが現実である。したがって、更にメーカーの協力を得て一層のＥＤＩ化や高度化を実

現し、製配販の商品情報流通最適化を図るには、未だＪＩＩのコンテンツを活用していない同業卸

売業の更なる参画が必要条件になることは言うまでもない。 

そこで、ＪＩＩへの登録業務を免除し、更に加盟条件的にも参加しやすい地域卸売業向けのメニ

ューを規模、業態のパターン別に開発済であり、既に数社の地域卸売業との打合せを開始した

ところである。ＪＩＩは規模やカテゴリーに関わらず、広く全国の卸売業に対して参加を呼びかけ

ており、このレポートが特に未参加卸売業各社の参考となれば幸いである。 

以 上 

 ２０１２／６／２０ 
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こんにゃく入りゼリーによる窒息事故の再発防止について 

関連省庁・団体からのお知らせ 
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６．商品情報収集の取り組み 
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